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第1章  

序論 

1.1 本研究の背景 

1.1.1 電力供給形態の変化  

 日本の電力系統は，短期的な需要予測に加え，中長期的な需要予測に基づく発電機の稼

働計画が行われ，電圧や電流，周波数監視に基づく運用・制御により，電力ネットワーク

全体の電力需給バランスが管理されている。また，時々刻々と変化する電力需要に対応し

た発電機出力の調整や電圧調整装置などの電力機器を制御して，高効率に電力需給バラン

スを図ると共に，周波数や電圧といった電力の品質が確保されてきた [1-1]。  

一方，供給信頼度の面では，1980 年代より配電線搬送や通信線など ICT を活用した配電

自動化や系統安定化保護リレーを導入し，雷や台風といった自然災害に対して速やかに故

障区間を限定して健全区間を自動復旧するなど，変電所の自動再閉路方式や配電自動化を

用いて停電区間や停電時間の縮小化が図られているとともに，恒常的かつ定期的な設備点

検，補修といった保守・運用作業による設備不具合の早期発見，系統故障の未然防止が図

られてきた [1-1]。  

しかしながら，東日本大震災では原子力発電所や大型火力発電所など約2,100万kWの大

規模電源の脱落に伴う供給力不足（図1-1）から，関東エリアでは震災発生直後に計画停電

が余儀なくされた [1-1]。震災後すぐに，代替火力発電等を用いた需給調整を開始したが，同

年の夏季には15%の節電義務を課した電気事業法に基づく使用制限が同エリア内で発動さ

れた。震災直後の需給構造を図1-2に示す。ベース電源を担っていた原子力発電が欠落し，

火力発電を主体とした電源構成への切り替えが急ピッチで行われた。その後も全国で原子

力発電所の大部分が長期間にわたり停止しているなど，夏冬の需給ピーク時は未だ供給力

が万全とは言えない状態が続いている。  

国内の電源別発電電力量構成比の推移 [1-2]を図1-3に示す。東日本大震災が発生した2011

年以降，発電電力量は減少傾向にあるが，原子力発電の電源比率が大きく下がる一方で，

石炭やLNGを主体とした火力発電が大きく伸びており，地熱・新エネルギーの比率も増加

している。これに伴い緊急的に稼働している老朽火力発電所の故障のリスクや，代替火力

発電に伴う燃料費の高騰およびCO2排出量増加などの様々な課題が顕在化している [1-1,1-3]。 



第 1 章 序論 

-2- 

 

 

図 1-2 震災後の需給構造の主な課題  

 

図 1-1 震災直後の需給逼迫と供給態勢の脆弱化  
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図 1-3 電源別発電電力量構成比の推移  

（2015 年 5 月 22 日 電気事業連合会  資料１ [1-2]）  

 

東日本大震災以降の代替火力発電に伴う CO2 排出量など環境負荷の増加，燃料費の高騰

および供給力確保といった課題に対する解決策の一環として，「再生可能エネルギー電源

の普及拡大」や，「新たな供給力としてコジェネや燃料電池など需要家側での発電設備の導

入」，さらには，「供給力と等価な価値としての需要家側（スマートハウスやスマートビル

等）での需給逼迫時のピークカットや需要抑制など需要のスマート化（デマンドレスポン

ス）」への期待が高まってきている（図 1-4）。  

図 1-4 東日本震災前後の需給構造の変動  
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経済産業省 総合資源エネルギー調査会  長期エネルギー需給見通し小委員会で示され

たわが国の2030年の想定電源構成を図1-5に示す。委員会報告によると「電力需給構造は徹

底した省エネルギー（節電）を推進し，かつ再生可能エネルギーを最大限導入するととも

に，火力発電の効率化等を進めつつ，原発依存度を低減すること」としている。「その結果，

経済成長等による電力需要の増加を見込む中，徹底した省エネルギー（節電）の推進（17%）

及び再生可能エネルギーの最大限の導入（22~24%）により約４割を賄うことにより，原発

依存度の低減に大きく貢献することでベースロード電源の比率は56%程度となること」な

ど将来の電源構成のあり方が示されている [1-4]。 

 

 

図 1-5 2030 年の想定電源構成  

（出典：経済産業省 長期エネルギー需給見通し [1-4]）  

 

1.1.2 配電系統における太陽光発電（Photovoltaic: PV）連系時の課題  

再生可能エネルギーとは，資源が有限である化石燃料と異なり，太陽光，風力など資源

が枯渇せず，永続的に供給が可能なエネルギーのことであり，これらを利用することで環

境負荷低減や低炭素社会の実現など，燃料の自給率の低いわが国にとってエネルギーセキ

ュリティーやエネルギー源の多様化など電力の安全供給面でも期待されている [1-5]。  

再生可能エネルギーの国内動向としては，2008 年 7 月に閣議決定された「低炭素社会づ

くり行動計画」において，CO2 排出量削減による環境負荷低減および低炭素社会の実現を
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目的として，図 1-6 に示すように太陽光発電の導入目標（2020 年までに 2800 万 kW，2030

年までに 5300 万 kW）が示されており，これに基づき，再生可能エネルギー導入に対応で

きるよう電力システム（グリッド）の供給信頼度や電力品質を保ちつつ，安価にかつ効率

的に運用できるよう電力系統の監視制御技術を主体としたグリッドの高度化（スマート化）

が進められてきた [1-6]。  

 

図 1-6 日本の太陽光発電導入拡大の目標値及び導入実態  

 

東日本大震災以降は，再生可能エネルギーの固定価格買取制度が施行されるなど制度面

が後押しする形で太陽光発電（Photovoltaic: PV）の導入量が急増し，図1-7，図1-8に示すよ

うに2015年11月末までに全国で約80GWが認定を受けるなど導入が進んでいる。北海道電

力や九州電力など複数の電力会社では，再生可能エネルギー発電設備の導入量と申込量の

合計が軽負荷期のエリアの電力需要を超過して，再生可能エネルギー電源とベース供給量

の合計発電量が電力需要を超過することから，軽負荷期には余剰電力が発生する可能性が

あり（図1-9），今後更なる増加が見込まれるため，系統設備の容量や電力会社の需給調整

力の限界等の理由で，申し込みを保留するといった事態が発生した。これを受け，総合資

源エネルギー調査会の新エネルギー小委員会の下に系統WGを設置し，今後の再生可能エ

ネルギーを電力系統に受け入れる際の接続可能量の検証，接続可能量の拡大方策について

審議が行われている [1-5]，[1-7]。このような課題に対して，軽負荷期における太陽光発電の出

力抑制を行うなどの対策や蓄電池を併設することによる余剰電力の吸収，地域間の連系線
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の活用・増強などが検討されている。特に，太陽光発電の出力抑制に関しては，図1-10に

示すように再エネ措置法の施行規則の改正により，500kW未満の小規模設備までの出力抑

制対象の見直しを行い，従来の日数単位（30日）から時間単位（太陽光発電：360時間，風

力発電：720時間）で抑制するルールに移行されるとともに，接続可能量を超過した場合に

指定電気事業者制度の活用により出力制御の上限を外して接続量が拡大されることとなっ

た [1-5]。また，太陽光発電等に適用される調達価格や固定価格買取制度の運用見直しも適宜

実施されている。  

 

 

図 1-7 日本の太陽光発電の導入推移  

（長期エネルギー需給見直し小委員会資料より抜粋） [1-8] 
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図 1-8 日本の太陽光発電の導入実態（固定買取制度情報公表用ウェブサイトより） [1-9] 

 

 

図 1-9 太陽光の接続可能量（長期エネルギー需給見直し小委員会資料より抜粋） [1-10] 
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表 1-1 太陽光に対する出力制御ルールの適用関係（第 4 回系統 WG 資料 [1-5]より抜粋）  

 

 

太陽光発電の急速な導入拡大により，配電系統の適正電圧逸脱問題が生じることに加え，

需給バランスを崩す恐れがあることが指摘されている [1-6]。すなわち，太陽光発電の大量導

入により電力ネットワークに生じる主な課題としては，「配電系統における電圧上昇」，「周

波数調整力の不足と余剰電力問題」の二つが挙げられる。全く対策を施さないと，電気の

品質である電圧と周波数が適正範囲を逸脱してしまうことになり，機器が正常に動作しな

くなるだけでなく，広域停電の引き金となる恐れがある。太陽光発電の導入期には電圧逸

脱問題が発生し，普及期には電圧逸脱問題に加えて周波数逸脱問題が生じる [1-1]。  

(1) 配電系統における電圧上昇問題  

配電系統では，受電点を適正電圧（101±6V，202±20V）で供給することが，電気事業法

第26条で定められている。一方で，配電系統は変電所より需要家側に電気が流れることに

よる電圧降下を補償して，系統全体が適正電圧に収まるよう設備設計されている。太陽光

発電の連系量が増加して発電電力が消費電力を上回ると，図1-10に示すように太陽光発電

設置箇所から配電系統への電気が逆向きに流れ（逆潮流），特に配電系統の末端部において

電圧上昇が顕著となる。連系箇所や連系量によっては，適正電圧を逸脱する恐れがあり，

結果として太陽光発電の出力抑制機能（電圧上昇抑制機能）の動作が頻発し，太陽光発電

の稼働率の低下が生じる。現在用いている配電系統の電圧管理手法では，配電用変電所一
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地点の電圧・電流の計測結果から区間電流を按分して管理しているが，近年，太陽光発電

など再生可能エネルギー連系量の増加や，高圧需要家に設置される力率改善用コンデンサ

の増大により配電系統内の電圧，電流分布が複雑化していることから，従来の管理手法で

は電圧，電流の誤差が大きくなることが懸念されている。  

図 1-10 PV 大量連系時の電圧逸脱問題  

 

(2) 周波数調整力の不足と余剰電力問題  

太陽光や風力などの再生可能エネルギー電源は，天候や気象条件により出力が大きく変

動するため，連系量が増加すると短期的な需給バランス（発電電力と消費電力の同時同量）

が崩れ，周波数の問題が生じる。20 分程度以内の小刻みな需要の変動は予測が困難なため，

需要変動を検出してから火力・水力発電機の発電量を自動的に調整して周波数を維持して

おり，この微調整は LFC（Load Frequency Control）と呼ばれる。太陽光発電の導入量が拡

大すると，相対的に火力・水力発電機の発電量が減るため，周波数調整力（LFC 容量）が

不足する。特に，ゴールデンウィークや年末年始といった特異日に加え，春・秋季（端境

期）の休日のように電力需要の少ない軽負荷日では，出力調整の難しいベース供給力と太

陽光発電の総和が電力需要（消費量）を上回る恐れがあるため，現状では揚水発電所を活

用して対策を図っているが，揚水発電の容量にも限界がある。昼間の余剰電力対策として

夜間の需要を昼間へシフトすることが考えられるが，全体としての効果は大きくない。需

要シフトによる余剰電力対策は，揚水発電の導入量やベース供給力の割合，需要カーブの

形状により効果が異なるため，十分な評価が必要となる。  

このように余剰電力が発生している状況において需給バランスを保つためには，図 1-11

に示すように太陽光発電の出力を抑制するか，新たに可変速揚水発電や蓄電池などの電力

貯蔵設備を建設し，余剰分を吸収する必要がある。今後，電気自動車への充電やヒートポ

ンプ給湯機などの新たな需要を創出できれば，太陽光発電の出力抑制量を軽減もしくは回

避することが可能となる。  
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図 1-11 接続可能量（2015 年度算定値）」の算定方法に関する考え方  

（出典：経済産業省 系統 WG 第 7 回資料 [1-7]）  

 

1.1.3 配電系統におけるデマンドレスポンス発動時の課題 

 東日本大震災以降の需給形態の変化を受け，住宅分野における電力消費のスマート化へ

の期待が高まってきている。米国などでは先行して需要調整の実証が行われ，既に実ビジ

ネスでも活用されている [1-11]が，日本では震災後に，需給逼迫時のピーク電力抑制や環境

負荷軽減が喫緊の課題となり，省エネルギー（節電）の推進の一環としてデマンドレスポ

ンス（Demand Response : DR）実現に向けた各種の実証試験が行われている [1-12]～ [1-15]。  

デマンドレスポンスは，電力のピークカット，ピークシフトを目的として電気事業者な

どから送信される DR 信号に基づいて需要家の負荷抑制を誘導する需要側の需給調整法の

１つである。この際，DR を受諾した複数の需要家側で負荷抑制ならびに抑制解除が同時

に行われるため，抑制される負荷削減量や配電系統のインピーダンス（線路長，電線の太

さ）や DR 発動前後の負荷電流などの条件によっては，DR 発動時や解除時に負荷電流が急

激に変動することにより系統電圧が適正電圧から逸脱し，太陽光発電の出力抑制や一斉解

列による供給力不足が懸念される。  

配電系統の適正電圧維持は，主として負荷時タップ切替変圧器（Load Ratio control 

Transformer：LRT）や自動電圧調整装置（Step Voltage Regulator：SVR）が用いられており，

変圧器の１次側の巻き線比（タップ）を機械的に変えることで電圧制御を行っている。そ



第 1 章 序論 

-11- 

 

のため，タップ動作に伴う機械的な損耗（機器寿命）や系統電圧変動の頻発防止を目的と

して，動作時限を設けて運用されている [1-16]。一方，DR 発動時には，図 1-12 に示すよう

に DR を受諾した複数の需要家の一斉動作に伴う需要の急激な低下や，DR 解除時の需要

の増加により系統電圧の急激な変動が生じるため，これら分オーダーの動作時限を持つ電

圧制御装置（LRT，SVR）では，急峻な電圧変動補償は困難となること示唆されている [1-17],[1-

18]。しかしながら，DR や電圧制御装置の時定数を考慮した系統電圧変動対策の検討や，そ

れらの定量的な効果の検証はこれまで行われていない。  

図 1-12 DR 開始時および解除時の電圧逸脱問題  

 

1.1.4 センサ内蔵開閉器を活用した配電系統制御の高度化 

 前項では，再生可能エネルギー電源の大量導入やデマンドレスポンス発動・解除時の配

電系統の技術的な課題について述べた。これらの新たな取り組みは，導入規模や実施状況

によっては，電力系統の電圧や周波数といった電力品質への影響が示唆されており，これ

ら課題解決に向けた次世代電力ネットワークであるスマートグリッドへの期待がより一層

高まっている。  

スマートグリッドとは，情報通信技術（Information and Communication Technology：ICT）

を活用して，電力ネットワークを効率的に運用する次世代の賢い（スマートな）送配電網

（グリッド）のことであり [1-19]，図 1-13 に示すように集中型電源，送配電網，運用・制御

を支える情報通信機器，分散型電源や需要家機器など電力ネットワークに接続される巨大

なネットワークとして括ることができる [1-1]， [1-20]。今後，再生可能エネルギーの導入拡大

やデマンドレスポンスの普及拡大などにより，電力系統内の電気の流れ（潮流）や電圧の

分布が一層複雑になることから，これら複雑化した電力系統の制御・運用に加え，電力品

質（周波数，電圧）を確保するため，系統側と需要家側との情報通信技術（ICT）を活用し

た監視・制御技術の高度化が求められている。本項ではこれら新たな監視制御技術の高度

化の一端を担うセンサ内蔵開閉器を用いた電圧管理の高度化に関する取り組み，および高

度化の一端を担うと期待される蓄電池について記載する。  
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図 1-13 スマートグリッドの概念図  

（出典：経済産業省「次世代エネルギーシステムに係る国際標準化に関する研究会」 [1-19]の  

報告書より作成）  

 

(1) センサ内蔵開閉器および次世代配電自動化システムの導入  

 配電自動化システムは，配電系統運用，負荷制御に関する自動化を主目的として体系づ

けられており，国内では 1980 年代から制御用コンピュータを用いて，自動区分開閉器の遠

隔制御による業務効率の向上や配電系統事故の自動復旧による供給信頼度の向上を目的と

して開発・展開されている [1-16]。一例として図 1-14 に東京電力パワーグリッドの配電自動

化システムの構成を示す。  

配電自動化システムは，制御所に設置された配電システム（中央処理装置），中継所に設

置された遠方監視制御装置（親），配電用中継装置および配電用変電所に設置された遠方監

視制御装置（子），搬送結合装置および開閉器子局等から構成されている。主な機能を①~

⑨に挙げる。  

① 電源・配電線事故時の自動復旧  

② 自動開閉器の監視・遠方制御  

③ 配電系統の状態表示  

④ 予定工事に伴う切替手順の自動作成と実行  

⑤ 負荷記録の管理  

⑥ シミュレーション（模擬事故での事故復旧訓練）  

⑦ データメンテナンス  

⑧ 配電用変電所の運転情報の受信と表示  

⑨ 配電用変電所の機器操作  
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図 1-14 配電自動化システムの構成（東京電力パワーグリッド） 

 

 

現在の配電自動化システムは，現地の開閉器に電圧・電流などの計測機能が備えられて

いないため，変電所引出口での電圧・電流の計測値から区間電流を推定して配電系統の運

用を行っている。しかしながら，近年，太陽光発電が配電系統へ大量導入してきており，

現状の変電所一地点での計測情報による区間電流の推定では誤差が大きくなり，配電系統

の運用に支障をきたす恐れがあることから，電力会社では開閉器設置地点の電圧・電流お

よび力率といった開閉器設置地点の系統情報がリアルタイムで取得可能となるセンサ内蔵

開閉器の展開を開始している。現地開閉器と配電自動化システム間の通信は，従来方式と

比較して取り扱う情報量が格段に増えることから，光ケーブルやメタルケーブルの通信網

を介して監視制御が行われる。これら新たな制御システムは次世代配電自動化システム（図

1-15）と呼ばれ，センサ内蔵開閉器の計測情報から区間電流を精度よく推定できることで，

過負荷の発生しない最適な系統運用が可能となる。さらに，センサ内蔵開閉器より得られ

た複数地点の電圧・電流計測情報を基に LRT や SVR タップ制御が可能となるなど，分散

電源普及時の現地情報の常時監視に基づく集中電圧制御や，配電線の区間単位での事故予

兆発生箇所の特定により巡視範囲が縮小して事故未然防止が可能となるなど事故の未然防

止の面，配電線路間の電流不平衡をできるだけ小さくして配電系統損失（ロスミニ）を考

慮した高効率な電力送電が可能となる配電系統の構築が可能になるなど，保守作業の省力

化，供給信頼度確保および設備効率向上が期待できるといった多方面での効果が期待され

ている。  
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図 1-15 次世代配電自動化システムの構成（東京電力パワーグリッド） 

 

 (3) 系統制御用蓄電池システム  

蓄電池は，電気エネルギーを一時的に貯めて，インバータを介して電力系統に任意の

時間帯に任意の出力波形を戻すことが可能となる電力貯蔵システムである。出力の安定

していない再生可能エネルギー電源の大量導入時の系統安定化や電力品質確保，負荷平

準化といった電力系統の運用面で様々な用途が期待されている。以下に主な用途をまと

める [1-21]。  

 

(a) 再生可能エネルギーの出力安定化 

再生可能エネルギー電源より発生する出力変動を蓄電池の充放電制御により吸収す

る。一般的に再生可能エネルギー電源の出力の平滑化として秒単位から 10 分程度の

平滑化が求められる。また，電力取引での最小時間単位である 30 分間の平滑化を求め

る場合もあるが，蓄電池の充放電制御では十分な応答速度を有している。  

 

(b) 再生可能エネルギーの余剰吸収 

ゴールデンウィークや年末年始の日中など太陽光の発電量が多く，需要が低い時期

や時間帯では供給力が過剰となり，出力調整が難しいベース電源まで食い込むことが

懸念される。このような特異日は年間数日しかないため，現状では，再生可能エネル

ギー電源の出力抑制により対応することとしているが，自然エネルギーの有効活用の

観点から，蓄電池システムに余剰電力を吸収させることが検討されている。 
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(c) 負荷平準化 

資源の乏しいわが国は，ベース電源（主に原子力，流れ込み水力，大型火力など），

ミドル電源（主に中型火力など），ピーク電源（ガスタービン，揚水発電など）といっ

た発電効率や応答特性が異なる複数の電源を組み合わせて，いわゆるベストミックス

による電力供給を行っている。負荷量は時間帯や季節よって大きく異なるため，各時

間断面において電源の発電比率が変わり，発電原価や電気料金が異なっている。した

がって，夜間の安価な電力を蓄え，昼間の時間帯に放出することは，エネルギー授受

としては損失を生むが，経済的には利益を生み出すことができる。電力貯蔵システム

はこれまでにもこのような用途で広く用いられており，電力会社では揚水発電所の運

用をはじめ，需要家へのＮＡＳ電池の導入などが実施されてきた。 

 

(d) 移動用電源 

移動用電源としては，ガスまたはディーゼルエンジン発電機を車載し，現地に移動

して電源供給を行うことが多かったが，設置地点での騒音や排ガスなどが問題になる

ことが多い。ＮＡＳ電池は使用の際，予め充電しておく必要があるが，静粛で排気を

出さないため，移動用電源として期待されている。 

 

(e) 瞬動予備力・運転予備力 

予備力には，瞬時に出力を変化させて需給バランスに寄与する瞬動予備力と，指令

を受けてから需給バランスに寄与する運転予備力がある。これらは，一般的にはコス

トの安い発電機でまかなうことが多いが，応答速度の速い蓄電池の活用も期待されて

いる。 

 

(f) 送電線の過負荷緩和と増設先送り 

送電線路の過負荷緩和を目的として，需要家サイドに設置される蓄電池等の負荷平

準化機器を活用し，ピークシフト等により夜間のケーブルや配電線の設備利用率を高

め，昼間の過負荷を解消することにより，地域供給系統や配電系統などの流通設備の

増設工事の先送りなど経済的な効果が期待できる。 

 

(g) 需要家のデマンドコントロール 

大口需要家の契約電力の設定には実量制（過去 1 年間の最大実績）が用いられてい

ることが多く，電力消費量を常時監視しながら蓄電池を用いて需要調整を行うなど契

約電力の低減に向けたデマンドの監視・制御が行われている。 

 

(h) 非常用電源 

オフィスビルなどの大口需要家は，非常用電源を設置することが法令で義務づけら

れている。蓄電システムは，通常は負荷平準化や電力品質維持などの目的で使用し，
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一部機能を非常用電源として割り当てておくことが可能となる。この際，電池の残量

をある一定量常に確保しておく必要があるが，蓄電池は日々運用されているため，非

常時でも安定した確実な起動が期待できる。 

 

(i) 電力品質改善 

国内では，停電自体は非常に少ないが，瞬時電圧低下（瞬低）は避けられない事象

である。瞬低は多くの場合，送電線路への落雷に対して保護リレーや遮断器が正常に

動作した際に起こる現象で，半サイクル程度の短時間の電圧低下を引き起こす。この

わずかな電圧の乱れは，電圧低下率や継続時間によってはデリケートな精密機器や半

導体の製造プロセスに多額の被害を与える恐れがあるため，UPS（Uninterruptible Power 

Supply）等の瞬低対策機器を需要家側に設置することで対応している。 

その他，配電系統の電力品質改善を目的とした蓄電池の活用法を以下に記載する。

蓄電池は有効電力，無効電力補償に加え，瞬時補償など幅広い活用が期待されている

一方で，導入コストが大きな課題となることから，付加価値を高めるため，容量を複

数の機能に割り当てるなど機能を組み合わせて用いることが有効である。 

○ 有効電力補償 

・ 昼夜の電力間格差改善を目的とした負荷平準化のための電力貯蔵 

・ 系統に複数台蓄電池を設置することによる系統（電圧，電流）不平衡の解消 

・ 系統事故発生時の非常用電源 など 

○ 無効電力補償 

・ 無効電力の出力制御により，電圧および力率補償 など 

○ 電力品質補償 

・ 瞬時電圧低下，フリッカおよび高調波補償 

・ 軽負荷時の余剰電力の貯蔵による系統安定度向上 など 

 

 

1.2 本論文で扱う課題と論文構成 

 2011 年の東日本大震災以降，環境負荷の軽減や供給力確保を目的として太陽光発電など

の再生可能エネルギー電源の導入拡大や，電力のピークカット，ピークシフトを実現する

デマンドレスポンスの導入が国主導で進められている。しかしながら，これら新たな事象

が急激に電力系統に普及，拡大すると，再生可能エネルギー電源による逆潮流やデマンド

レスポンスの発動・解除に伴う急激な負荷変動が生じ，既設の電圧制御機器では補償しき

れず，電気事業法で定められた適正電圧の維持が困難になる恐れがある。この対策として，

蓄電池を配電系統に設置して電圧補償を行うことは有効な方策の 1 つとしてあげられるが，

出力方式や配置など評価するパラメータが多岐に亘るため，これまで統合的に評価する手

法はなかった。また，蓄電池はコスト・運用の観点から小型・小出力化が望ましく，これ
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を実現するには既設の電圧制御装置（LRT，SVR）と協調して電圧制御を行う必要がある

が，これらの協調電圧制御手法はいまだ確立されていない。  

そこで本論文では，第 2 章において電圧対策機器として蓄電池を配電系統に設置した場

合に，単位出力あたりの電圧改善効果が最大となる蓄電池の出力方式と配置に関する評価

手法を提案した。第 3 章，第 4 章はそれぞれ，太陽光発電の大量連系やデマンドレスポン

スが普及拡大した配電系統といったシナリオにおいて，第 2 章で検証した評価結果を用い

て蓄電池と LRT や SVR との協調電圧制御手法を提案し，数値シミュレーションや配電系

統シミュレータを用いて提案手法の有効性検証を行った。  

 

1.2.1 蓄電池を配電系統に設置する際の最適な出力方式・配置の評価 

 蓄電池を配電系統に設置して電圧補償を行う場合，出力方式，設置電圧階級，配置や配

電線路の形態により効果が異なるなど評価するパラメータが多岐に亘るため，出力方式，

設置電圧階級や配置についてこれまで統合的に評価する手法はなかった。  

 第 2 章では，蓄電池出力・配置評価手法として 4 つの地区区分（工業，住宅，繁華街，

農山村）と 2 種類の線路亘長（平均長，長亘長）を用いた配電系統標準解析モデルを構築

し，蓄電池の単位出力あたりの電圧改善効果が最大となるような出力方式（有効電力また

は無効電力），設置電圧階級（高圧系統または低圧系統）および配置（集中設置または分散

配置）の組み合わせを潮流解析結果に基づき選定する手法を提案した。この手法を用いて，

蓄電池の単位出力あたりの電圧改善効果が最も高い出力方式，設置個所を選定し，蓄電池

の単位出力当たりの電圧改善効果を定量的に評価した。  

 

1.2.2 太陽光発電の大量連系に対応した協調電圧制御 

 太陽光発電（PV）が急速に普及拡大すると，逆潮流や天候の変動による急峻な PV 発電

出力の変動により，配電系統において電圧問題が生じる。これら急峻な電圧変動は，分オ

ーダーの時定数を有する既存の電圧制御装置（LRT，SVR）では対応が難しいため，本論文

では応答速度の速い蓄電池を配電系統に設置して電圧補償を行うこととした。蓄電池を配

電系統に設置して電圧制御を行う場合，設備の効率化の観点から蓄電池の小出力・小型化

が望ましく，既設の電圧制御装置と協調して制御の役割分担を行う必要があるが，LRT，

SVR が効果的に働く協調電圧制御手法はいまだ確立されていない。  

 第 3 章では，太陽光発電が大量連系して電圧逸脱が生じている配電系統に，第 2 章の提

案手法（蓄電池出力・配置評価手法）で得られた蓄電池の出力方式と配置を用いて，蓄電

池出力・容量をできるだけ小さくする「蓄電池と LRT と SVR との協調電圧制御手法（能

動的協調電圧制御手法）」を提案する。この手法は，配電系統に電圧変動が生じた場合，応

答速度の速い蓄電池が即応して電圧改善を行い，蓄電池出力が継続した場合の出力積算量

を管理し，閾値を超えた際は瞬時的な電圧変動ではなく長周期的な電圧変動と判断して
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LRT や SVR にタップ動作指令を与える能動的な協調電圧制御手法である。提案手法の妥

当性について，晴天日（1 パターン），曇天日（2 パターン）の 3 パターンの気象条件の下，

数値シミュレーションおよび配電系統シミュレータを用いて，有効性の検証を行った。  

 

1.2.3 デマンドレスポンス普及拡大に対応した協調電圧制御 

 デマンドレスポンスの発動・解除時は，複数の需要家の負荷抑制および抑制解除が一斉

に行われるため，配電線単位で見ると系統電圧が急変し，分オーダーの動作時限を持つ電

圧制御装置では補償遅れが生じ，DR による負荷削減量や配電系統の形態（線路亘長，電線

の太さ）によっては適正電圧を逸脱し，太陽光発電の出力抑制や一斉解列が懸念されるな

どの問題提起がされているものの，具体的な対策の提案には至っていない。  

第 4 章では，デマンドレスポンスの導入期および普及期の 2 段階に分けて，それぞれ電

圧対策の規模や設備コストの観点から電圧変動対策手法を提案している。DR の導入期は

DR による電圧変動量も比較的小さいことから，センサ内蔵開閉器情報に基づく電圧予測

結果より既設の電圧制御装置の制御を行う集中制御手法を提案している。一方，DR の普

及期は電圧変動量も多いため，蓄電池が必要となる配電系統において「電圧変動の短周期

成分と長周期成分を分離して蓄電池と LRT と SVR との制御分担を行う機能分担型協調電

圧制御手法」を提案している。  

具体的には，既設の LRT と SVR のみで電圧制御を行う手法は，DR 導入期の DR の負荷

削減による電圧変動が小さい場合，もしくは線路長が短くデマンドレスポンスによる電圧

変動が小さい配電系統での対策として提案しており，デマンドレスポンスによる削減量と

配電線に設置されたセンサ内蔵開閉器からの現地情報に基づきデマンドレスポンスの発動

後の配電系統電圧を推定し，デマンドレスポンスの発動や解除時に適切なタップ制御指令

を与える電圧予測型の電圧制御手法である。  

一方，蓄電池と LRT と SVR による協調電圧制御手法は，DR 普及期の DR の負荷削減に

よる電圧変動が大きい場合，もしくは線路長が長くデマンドレスポンスによる電圧変動が

大きいため，蓄電池が必要となる配電系統での対策として提案している。提案手法は電圧

参照点の計測電圧の移動平均および計測電圧との偏差を用いて，急激な変化の成分（偏差

分）を蓄電池で出力を行い，それ以外の緩やかな変動（移動平均分）は LRT と SVR で電

圧制御を行う機能分担型協調電圧制御手法であり，さらに第 3 章で提案した能動的な協調

電圧制御手法についても検証を実施した。いずれの提案手法も配電系統シミュレータを用

いて従来手法との比較・検証を行い，提案手法の有効性を検証した。 

 

 第 5 章は結論であり，本論文の総括，今後の課題および展望について言及する。  
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第2章 蓄電池を配電系統に設置する際の最適な

出力方式・配置の評価 

2.1 本章の概要 

 配電系統は，変電所から需要家側に電気を供給する電力ネットワークで，適正電圧維持

や供給信頼度確保といった観点から総合的に設備構築が行われている [2-1]が，設備構築の際

に想定されていなかった再生可能エネルギーによる逆潮流や，デマンドレスポンスによる

急激な負荷変動が拡大すると，配電系統の潮流に大きな変化をもたらし，主要な電圧制御

機器である負荷時タップ切替変圧器（LRT）や自動電圧調整装置（SVR）では補償しきれ

ず，電気事業法で定められた適正電圧の維持が困難となる恐れがある [2-2]。本論文では蓄電

池を配電系統に設置して電圧補償を行うことを検討するが，蓄電池の出力方式（有効電力・

無効電力），配置（高圧系統，低圧系統，集中設置，分散配置）や配電線路の形態により電

圧改善効果が大きく異なるなど評価するパラメータが多岐に亘るため，これまで統合的に

評価する手法はなかった。また，配電系統に蓄電池を設置して電圧制御を行う場合，対処

療法的に問題発生個所に設置し，それぞれ独立して電圧制御を行うと，系統全体において

効果的な電圧制御が図れないとともに，応答速度の速い蓄電池の出力により系統電圧が改

善されるため，LRT や SVR が動作せず，蓄電池が出力を継続して適正電圧維持することと

なり，電圧制御に必要な蓄電池容量，設備コストが増大する恐れがある。  

そこで，本章では蓄電池を配電系統に設置して電圧制御を行うにあたり，最適な出力方

式，配置について，単位出力あたりの電圧改善効果が最大となる評価手法を提案する。蓄

電池出力による電圧改善効果は，配電系統の形態や負荷条件により変わるものの，標準的

な配電系統モデルというのは存在しない。そこで，配電系統の大きな特徴である地区区分

と線路長を基に，4 つの地区区分（工業，住宅，繁華街，農山村）と 2 種類の線路亘長（平

均長，長亘長）を組み合わせた 8 つの配電系統標準解析モデルを構築し，蓄電池の単位出

力あたりの電圧改善効果が最大となるような出力方式（有効電力または無効電力），設置電

圧階級（高圧系統または低圧系統）および配置（集中設置または分散配置）を選定する手

法を提案する。この手法は，構築した標準解析モデルにおいて蓄電池の単位出力あたりの

電圧改善効果を出力方式，設置個所ごとに定量的に求め，最も電圧改善効果が高い出力方

式・設置個所を統合的に選出する。  
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2.2 配電系統標準解析モデルの構築 

 配電系統は変電所を中心として，需要が新増設される都度延伸して形成されているため，

いわゆる標準的な配電系統の形態は存在せず，需要密度や地域特性などにより形態が異な

る。しかしながら，太陽光発電の導入限界量やデマンドレスポンス発動，解除時の影響は，

配電系統の形態や負荷特性により異なることから，汎用性を持った評価・検証を行うため

には標準解析モデルを構築する必要があるため，以下に記載する。  

 

2.2.1 高圧配電系統のモデル化  

配電系統は放射状に延伸して構成されており，標準的な配電系統モデルというものは存

在しない。本論文では，高圧配電系統を表 1 に示す電気協同研究  第 66 巻第 1 号「配電系

統における力率問題とその対応」（以降，電協研） [2-3]において分類された「工業」，「繁華

街」，「住宅」，「農山村」の 4 つの地区区分を用い，それぞれの地区区分において線路亘長

が平均値に近い「平均長モデル」と，線路亘長が長く電圧管理の観点で厳しい「長亘長モ

デル」の 2 種類＝8 モデルを設定した [2-4]。一例として図 2-1 および図 2-2 に工業地区長亘

長モデルおよび住宅地区長亘長モデルの形態および線路の概要をそれぞれ示す。  

 

表 2-1 標準解析モデルの詳細  

地区区分  モデル  
亘 長[km] 

重負荷/軽負荷  
負荷比率  SVR 

設置数  幹線  分岐線  高圧：低圧  

工業地区  
平均長  3.8km 0.2km 

2220kW/833kW 
1:0.07 0 

長亘長  18.4km 5.5km 1:0.95 3 

住宅地区  
平均長  3.0km 4.3km 

2113kW/1132kW 
1:1.37 0 

長亘長  6.1km 3.7km 1:0.80 1 

繁華街  
平均長  1.2km 0.5km 

1677kW/631kW 
1:0 0 

長亘長  2.8km 1.9km 1:3.44 0 

農山村  
平均長  7.6km 1.8km 

1547kW/823kW 
1:0.51 1 

長亘長  6.2km 2.2km 1:0.09 0 
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図 2-1 配電系統標準モデル（工業長亘長モデル）  

 

SS 変電所
SVR 自動電圧調整装置
○ 高圧需要家

地中配電線
架空配電線

幹線 18.4km
分岐線 5.5km
最大負荷 2220kW
SVR 3台
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図中の○は高圧需要家を示しており，○の中の番号は需要家の番号を表している。青色

の数値は幹線の Node 番号を示しており，赤字のアルファベットは分岐の Node を示してい

る。一般的に工業地区は高圧需要家の数が多く，線路長が長いのに加え，低圧需要家の契

約電力の割合が小さいのが特徴である。一方，住宅地区は低圧需要家の契約電力の割合が

大きく，需要が密集しており，線路長が短いのが特徴である。  

 

2.2.2 低圧配電系統および PV のモデル化 

低圧配電系統のモデルの概念を図 2-3 に示す。本章の検討では具体的な低圧系統モデル

は構築せず，重負荷期，軽負荷期のそれぞれの電圧降下の最大値で評価を行う。具体的に

は図 2-3 に記載するように東京電力パワーグリッドの運用に合わせ，重負荷時および軽負

荷時の電圧降下が運用最大値である変圧器内部電圧降下 2V（軽負荷期は 1V），低圧線電圧

降下 3V（軽負荷期は 1.5V），引込線電圧降下 3V（軽負荷期は 1.5V）とし，計算では，図

2-3 に示す変圧器直下の需要家および最遠端の需要家の電圧値を用いた。低圧需要家の負

荷波形，PV 波形は，過去（2007 年 1 年間）に計測した太陽光発電集中連系箇所での 553 軒

の需要家における実測値の平均を用いた。低圧配電系統の力率は電協研の実測結果よりほ

ぼ 1（100%）であったことから，低圧配電系統モデルの低圧負荷および PV は有効分のみ

を模擬し，全低圧負荷を配電線の幹線および分枝線に均等分布するものとして線路長に応

じた負荷を割り当てた。PV 連系量は，図 2-4 に示すように PV 設置需要家の発電および負

荷の 553 箇所における 2007 年の１年間の逆潮流が最大となった日の実測平均値を用い，

負荷と PV 出力の比から算出（需要家一軒当たり軽負荷時は，PV 出力／負荷＝1.8553，重

負荷時＝0.00568 とし，全低圧需要家に PV が設置された際に PV（導入率）=100%（以下

PV=100%とする））し，PV 連系量をパラメータとして検討を行った。  

幹線 6.1km
分岐線 3.7km
最大負荷 2113kW
SVR 1台

図 2-2 配電系統標準モデル（住宅長亘長モデル）  

SS 変電所
SVR 自動電圧調整装置
○ 高圧需要家

地中配電線
架空配電線
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図 2-3 低圧配電系統モデルの概念  

図 2-4 低圧需要家 1 件の負荷と PV 出力（太陽光発電集中連系箇所での実測値平均）  

 

2.3 各モデルにおける PV 導入限界量 

2.3.1 PV 導入限界量の算出  

 2.2 節で構築した各標準解析モデルに対し，全低圧需要家における PV 導入割合をパラメ

ータとして，重負荷時，軽負荷時それぞれの高低圧配電線路の各地点の電圧を潮流計算に

より求め，PV 導入割合を増やしていった際に，系統のいずれかの地点において適正電圧逸

脱が生じた PV 導入率を PV 導入限界量とした。変電所 LRT および配電線路途中に設置し

ている SVR の制御方式および整定値は，それぞれ東京電力パワーグリッドで採用している

線路電圧降下補償（Line Drop Compensator：LDC）制御方式（LRT）および二次側の負荷中

心点一定電圧制御方式（SVR）とし，各モデルの対象線路の機器整定値に基づいて設定し

変

低圧線

引込線

電圧降下
　　　　　　変圧器　　低圧線　引込線
重負荷　　２V　　　　　３V　　　　３V
軽負荷　　１V　　　　　1.5V　　　1.5V

変圧器直下の需要家

最遠端の需要家
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た。LRT の整定値は，配電バンク（6 配電線に供給）全体の重負荷時，軽負荷時の実運用

条件を基に再現した。柱上変圧器のタップ比および線種も当該線路条件を忠実に再現して

おり，潮流計算の結果，PV=0%である初期条件においては，実設備と同様，電圧逸脱およ

び過負荷などの運用上の課題は生じていないことを確認した。  

一例として図 2-1，図 2-2 に示した工業長亘長モデルおよび住宅長亘長モデルにおいて，

低圧需要家全てに PV を設置した条件を PV=100%とした際に，PV=0%～100%まで可変さ

せた際の 100V 系の低圧に換算した電圧分布の計算結果を図 2-5 および図 2-6 に示す。こ

の２つのモデルでは，PV<100%において適正電圧逸脱（V＞107V）が生じている。工業長

亘長モデルは幹線亘長が 18.4km と非常に長く，SVR を 3 台設置して適正電圧維持を図っ

ていたが，PV 導入率の増加に伴い逆潮流による電圧上昇が大きくなり，図 2-1 の 1 段目の

SVR（ノード 2-3 間）は，PV=100%の場合はタップを下げ方向に動作するべきであるが，

当該 SVR が逆潮流時タップ固定型を採用しており，逆潮流が生じた際にタップが固定さ

れ，タップ下げ動作が行われないことにより 1 段目の SVR 設置点より負荷側の系統電圧

が大きく上昇している。住宅長亘長モデルについても，図 2-2 に示すようにノード 12-13

間に設置されている SVR の非線形なタップ動作により PV=100%の条件においてノード 14-

19 間で電圧逸脱（V>107 V）が生じている。同様に全ての低圧需要家に対して，PV を導入

したケース（PV=100%）を上限として潮流計算を実施したところ，表 2-2 に示すように 3

つのモデル（工業長亘長，住宅長亘長，農山村長亘長モデル）において電圧逸脱が発生し，

特に線路亘長が長い工業長亘長モデルでは PV 導入率が 20%を越えると電圧逸脱が発生し

た。表 2-2 の中で PV 導入限界量が（>100%）となっているのは，低圧の全需要家に PV を

設置しても系統全体にわたり電圧逸脱が生じなかったケースを示し，都市部の (-)は配電系

統が全地中化地域で低圧配電系統が存在しないため，今回実施した線路長に応じた低圧需

要家の割付けができず検討を省略したケースを示している。  

図 2-5 工業長亘長モデルにおける軽負荷時の PV 導入率毎の電圧分布 
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図 2-6 住宅長亘長モデルにおける軽負荷時の PV 導入率毎の電圧分布 

 

表 2-2 各モデルにおける PV 導入限界量の計算結果  

地区  

区分  
モデル  

亘長  
PV 導入限界量  

幹線  分岐線  

工業  

地区  

平均長  3.8km 0.2km >100[%] 

長亘長  18.4km 5.5km 20[%] 

住宅  

地区  

平均長  3.0km 4.3km >100[%] 

長亘長  6.1km 3.7km 90[%] 

繁華街  

地区  

平均長  1.2km 0.5km - 

長亘長  2.8km 1.9km >100[%] 

農山村  

地区  

平均長  7.6km 1.8km >100[%] 

長亘長  6.2km 2.2km 80 

 

2.3.2 低圧系統細分化および太線化による PV 導入限界量拡大  

 電力会社では太陽光発電の集中連系の申し込みがあると過負荷や電圧逸脱が発生しない様，個

別に検討して設備設計を行っている。従来の設備設計では需要家の負荷電流のみを考慮し，契約

量に応じた負荷電流を基に過負荷および電圧降下値のみを検討すれば良かったものの，PV 連系量

が増えると系統に逆潮流が生じるため，負荷電流だけでなく逆潮流や電圧上昇も検討する必要が

ある。特に電圧の場合，受電点電圧を 101±6V に収まるよう電気事業法および施行規則で規定さ

れていることから，重負荷時の下げ幅に加え，軽負荷時の逆潮流による上げ幅も管理幅に加える

必要があり，従来と同じ管理幅に納めるにはインピーダンスを下げるか新たに電圧制御を行う必

要がある。電力会社ではその対策として図 2-7 に示すように PV 連系の規模や費用対効果を考慮

し，広範囲に PV が連系する場合は高圧配電線単位での電圧改善が可能となる SVR の設置を，あ

る程度まとまって PV が設置される場合は，低圧線単位の柱上変圧器細分化および配電線太線化

を実施している[2-7]。 
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図 2-7 現状の電力会社の電圧上昇抑制対策 [2-7] 

 

東京電力管内で既に柱上変圧器細分化および配電線太線化が実施されている太陽光集中連系箇

所の配電系統データを用いて，変圧器（通常：71 台 → 細分化後：90 台），街路灯含む需要家 846

軒のデータを対象に，図 2-8 に示すように PV 連系の有無による電圧降下，過電流を考慮しながら

PV 連系がなくて変圧器細分化および太線化が行われなかった場合の系統構成を再現し，電圧変動

量の比較・検証を行った[2-5]。柱上変圧器を細分化すると，個々の変圧器や低圧配電線を流れる電

流が減少し，配電線の太線化を施すと配電線路のインピーダンスが減少するため，特に柱上変圧

器からの遠端需要家の受電点の重負荷時の電圧降下，軽負荷時の逆潮流による電圧上昇などの電

圧変動が抑制される。図 2-9 に対策の前後における PV 導入率を横軸に低圧側の電位変動（最遠端

電圧－近端（変圧器直下）電圧）の計算結果を示す。PV 導入率が 40%を超えると低圧系統内で逆

潮流が生じ，変圧器細分化や太線化といった低圧側の対策を施すことで PV=100%において約 1.5V

程度の改善が見込まれ，PV の更なる導入拡大が可能となることが確認された（図 2-10）。 

 

図 2-8 低圧線のインピーダンスを低減（太線化＋変圧器増設，分割設置）のイメージ 
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図 2-9 低圧線のインピーダンス低減による電圧改善効果 

図 2-10 低圧線のインピーダンス低減（太線化＋変圧器増設，分割設置）効果を示す電圧分布 

 

同様の検証を 8 モデルに対して実施し，対策前後における PV 導入量拡大の効果を表 3

にまとめる。逸脱したモデルの内，住宅長亘長，農山村長亘長モデルでは低圧側対策によ

り PV 導入限界量が拡大し，特に農山村長亘長モデルでは最大 PV 導入率が 70%増（80%→

150%）となり，大幅な改善効果が確認できた。一方で工業長亘長モデルにおいては顕著な

改善効果が得られなかった。これは，前述の様に該当配電モデルの幹線亘長が 18.4km と長

く，SVR も 3 段設置されており，高圧側での逆潮流により SVR のタップが固定され，上

限値に張り付いていたことから，このモデルにおいては，低圧側対策だけでは PV 導入の

拡大は難しい。このようなケースにおいて更なる PV 導入拡大を図るには高圧側対策との

連携が必要となる。  
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表 2-3 低圧系統側の対策を実施した際の PV 導入限界量の変化  

地区  
区分  

モデル  
PV 連系可能量（％）  

従来運用  Z 低減対策  

工業  
平均長  >100% －  

長亘長  20% 20%（+0) 

住宅  
平均長  >100% －  

長亘長  90% 130%(+40%) 

繁華街  
平均長  －  

長亘長  >100% －  

農山村  
平均長  >100% －  

長亘長  80% 150%(+70%) 

 

2.4 蓄電池の最適な出力方式・配置の評価手法 

2.4.1 提案する評価手法の概要 

 蓄電池は応答速度が早く，充放電に加え有効，無効電力の出力制御が可能であり，出力

の不安定な再生可能エネルギーを効率的に利用し，電力系統の電力品質維持の面でも期待

される。従来の対策では，問題発生箇所に対処療法的に機器を設置することを基本として

おり，出力方式や配置など個々には検討がされていた[2-6],[2-7]が，系統全体での最適な設置

個所，制御手法，出力（有効・無効電力）の統合的な評価は行われていない。今後，セン

サ内蔵開閉器が配電系統に導入されると，系統全体の電圧・電流分布が把握できるように

なり，蓄電池設置の費用対効果や価値を高めるため，系統全体で最適な設置個所・制御方

法を検証することが可能となる。本論文では，系統全体での最適な設置箇所や蓄電池出力

方式，容量について評価手法の検討を行う。  

 

2.4.2 蓄電池による最適な設置電圧階級・出力方式・配置 

 本節では，蓄電池を配電系統に設置して電圧制御を行う際の効果的な設置位置，出力制

御および配置の評価手法について提案する。具体的には，前節より求めた全低圧需要家へ

の PV 設置により電圧逸脱が生じた配電系統モデルに対し，蓄電池と LRT，SVR は協調制

御を行わず，それぞれ自律制御の状態で単位出力あたりの電圧改善効果が最も高くなる設

置電圧階級（高圧系統，低圧系統），出力（有効電力，無効電力），配置（集中設置，分散

配置）の組み合わせについて評価・検証を行う。  
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2.4.3 蓄電池の最適な出力方式・配置に関するシミュレーション結果  

(1) 蓄電池を高圧配電系統に設置して無効電力出力を行う際の電圧改善効果  

 蓄電池を高圧配電線に設置し，無効電力出力を行った際の電圧改善効果について検証する。電

力会社では，静止型無効電力補償装置（Static Var Compensator: SVC）等の電圧対策機器を設置す

る場合，問題が発生した地点付近に対策機器を設置し，必要な電圧改善効果を見込んで容量を選

定する。それゆえ系統全体に亘る電圧改善効果は，設置後でないと詳細に確認できない。本検

討では，電圧上昇の原因となる PV は配電系統全域に亘り設置されるため，初めに配電系

統の末端に蓄電池を設置し，無効電力出力による効果を検証すると共に，合計容量は同一

で等分に最大 3 分割した際（末端，中間，始端設置）と集中設置した際の電圧改善効果の

比較を行った [2-8]。蓄電池の制御手法としては電力会社で汎用的に用いられている参照点電

圧一定制御法を用い，機器設置地点の電圧を一定に保つ様出力制御をした際の系統全体の

電圧改善効果の検証を行った。この制御手法では機器設置地点（参照点）の電流や電圧を

リアルタイムに計測し，その情報を基に参照点電圧が設定した管理幅（不感帯幅）に収ま

るよう蓄電池の無効電力出力を行う。  

図 2-11 を用いて参照点電圧一定制御法の手順を以下に示す。Vtgt(t) は測定点における目

標電圧を， Vmp(t)は測定地点の電圧を， )()()( tjXtRtZ   は変電所から測定点までのインピ

ーダンスを，I(t) は測定点の電流を表す。目標電圧と測定地点の電位差   は(2.1)式で

表される。   

)()()( tVtVtV mptgt   (2.1) 

 

       が不感帯幅 を越えると，蓄電池は目標電圧と測定点電圧の差を考慮して   を

不感帯内に収めるよう無効電力を出力する [2-3]。本検討では，電圧変動補償に必要となる蓄

電池の最低出力を求めることを目的としており，不感帯幅      で計算を実施した。  

図 2-11 参照点電圧一定制御法を行う無効電力制御 

)(tV

0



変
電
所

蓄電池

参照点電圧

無効電力出力範囲

Vtgt ± ε
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図 2-12 は，PV=100%における電圧逸脱が発生した住宅長亘長モデルにおいて，配電系統

の末端に設置した蓄電池の出力をパラメータとして，蓄電池設置地点（系統末端）におい

て 6600V 参照点電圧一定制御を実施した際の電圧分布を示す。このケースでは，無効電力

の出力が 50kvar 以上で電圧逸脱が解消されることが確認された。同様に蓄電池の分散配置

による電圧改善効果について確認するために，同住宅長亘長モデルにおいて，図 2-13 に示

すように蓄電池の合計の容量は同一として 1～3 分割した際の電圧改善効果について検証

した。分割後の蓄電池についても，それぞれの機器を連系点において 6600V 参照点電圧一

定制御とした。図 2-14 に一例として 3 分割して蓄電池を配置（始端，中間，末端）した際

の電圧改善効果を示す。  

 

図 2-12 蓄電池の無効電力出力制御による電圧改善効果（住宅長亘長モデル） 

 

図 2-13 蓄電池を容量分割した配置のイメージ（住宅長亘長モデル） 
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図 2-14 蓄電池を 3 分割した際の電圧改善効果（住宅長亘長モデル） 

 

図 2-15 に住宅長亘長モデルにおける蓄電池の設置箇所と容量別の電圧改善効果の計算結

果を示す。1～3 分割（始端，中間，末端）した中では，分割せずに末端設置するケースが

最も効果的であった。これは，無効電力による電圧改善効果が線路インピーダンスと無効

電力量の積で効くため，高圧配電系統の場合，末端設置が最も効果が高くなる。住宅長亘

長モデルでは，PV=100%の条件で電圧逸脱が発生していたが，図 2-15 に示すように蓄電池

を設置し，無効電力出力を 50kvar 以上とすることで適正電圧範囲に収まることが確認され

た。  

 

図 2-15 蓄電池を分割した際の電圧改善効果 
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一方，図 2-16 に示す線路亘長が非常に長い工業長亘長モデルの場合，無効電力出力を大

きくしても電圧改善効果に飽和傾向が見られたため，参照点電圧一定制御の目標電圧その

ものを変える必要がある。図 2-17 に工業長亘長モデルにおいて目標電圧を 6600V から

6400V に変えた際の電圧分布の計算結果を示す。また，目標電圧を 6600V および 6400V と

した際の無効電力出力に対する需要家端電圧の関係を図 2-18 および図 2-19 に示す。図 2-

18 より 6600V 参照点電圧一定制御の場合，無効電力出力が 500kvar 以上では出力を増やし

ても飽和傾向にあるため電圧改善効果はほとんど見られなかった。一方，目標電圧を 6400V

に変えたところ，図 2-19 に示すように無効電力出力上昇に伴い電圧が改善される傾向が見

られた。しかしながら，無効電力出力は電圧改善だけでなく，系統全体の力率および電力

の効率に影響を及ぼすため，力率と電圧両方を考慮して制御を行う必要がある。  

 

図 2-16 蓄電池を分割した配置のイメージ（工業長亘長モデル） 

 

図 2-17 蓄電池末端設置で目標点電圧を変えた際の電圧改善効果（PV=30%） 
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図 2-18 蓄電池を分割した際の電圧改善効果（PV=30%，目標電圧 6600V） 

 

図 2-19 蓄電池を分割した際の電圧改善効果（PV=30%，目標電圧 6400V） 

 

(2) 蓄電池を高圧配電系統に設置して有効電力出力を行う際の電圧改善効果  

蓄電池からの有効電力出力は高圧系統における逆潮流を打ち消す働きをするため，主に

逆潮流による電位上昇を相殺する効果が期待される。有効電力制御は無効電力制御の際と

同様に蓄電池設置地点の電圧を一定にする 6600V 参照点電圧一定制御を行った。住宅長亘

長モデルにおいて，末端に設置した蓄電池に対し有効電力制御を実施したときの電圧分布

を図 2-20 に示す。有効電力出力を増やすと PV 逆潮流への打ち消し効果により系統全体の

電圧改善が見られるが，200kW 以上では電圧改善効果に飽和傾向が現れ，300kW 以上では，

逆に負荷が増えたものとして SVR が電圧降下を補償するため，SVR が過補償となり，SVR

設置点以降の電圧が高くなった。  
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図 2-20 蓄電池末端設置した際の電圧改善効果（住宅長亘長モデル PV=100%） 

 

図 2-21 に有効電力制御を行った際の蓄電池の出力と設置位置の関係を示す。無効電力の

場合と同様に蓄電池の合計容量を同一にして最大 3 分割まで実施したが，有効電力制御の

場合，蓄電池を 3 分割したケース（始端，中間，末端）が，電圧改善効果が最も高くなっ

た。この理由としては，有効電力補償は無効電力補償と異なり面的に施設されている PV

逆潮流を相殺して電圧補償するため，ピンポイントで補償するよりも，分散して面的に逆

潮流を補償した方が逆潮流の打ち消し効果が高くなるためである。  

 

図 2-21 蓄電池を分割した際の電圧改善効果（PV=100%，目標電圧 6600V） 
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(3) 蓄電池を低圧配電系統に設置して有効電力制御を行う際の電圧改善効果 

本論文で検討の対象としている住宅用太陽光発電は，主として低圧配電系統に連系され

ることを想定している。したがって，低圧配電系統に蓄電池を設置して PV 逆潮流を補償

した方が高圧配電系統の逆潮流による電位上昇抑制に加え，低圧系統（変圧器，低圧線，

引込線）での電圧変動も抑制できるため高い効果が期待される。蓄電池を低圧系統へ設置す

るケースの検討では，電力会社が蓄電池を設置し，制御・運用することを想定し，柱上変圧器単

位での設置とした。蓄電池の配置は，以下に示すケース１，２について比較・検討を行った。

なお，低圧系統は一般的に R/X のインピーダンス比が大きく（10 倍以上），無効電力によ

る電圧改善効果は小さいため，有効電力のみを評価対象とした [2-8]。  

 

ケース１：（蓄電池容量/低圧需要家数）の蓄電池容量を末端需要家側から優先的に割り

振る（末端優先）  

ケース２：蓄電池容量を低圧系統全域に亘り均等に割り振る（均等配置）  

 

図 2-22 に PV 導入率を増加した際の低圧配電系統内での電圧変動（変圧器直下と最も遠

い需要家端の電位差）の計算結果を示す。この低圧モデルでは PV≧40%で順潮流から逆潮

流となり，低圧系統内で電圧降下から電圧上昇に切り替わる。  

 

図 2-22 低圧に設置した蓄電池有効電力出力による電圧改善効果  

 

住宅長亘長モデルにおいて，ケース１およびケース２について，蓄電池からの有効電力

出力を変えた際の変圧器直下と最も遠い需要家端の電圧改善効果をそれぞれ図 2-23，図 2-

24 に示す。ケース１，ケース２共に有効電力出力の増加に伴い系統電圧の漸減傾向，すな

わち電圧改善効果が見られた。図 2-25 に示すようにケース毎の差異は小さいが，ケース２

の方が系統全域に設置されている PV 出力を面的に相殺できるため高い電圧改善効果が得
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られた。蓄電池を低圧系統に設置して有効電力出力を行うケースでは，有効電力制御出力

を 50kW 以上とすることで電圧逸脱（101±6V）が解消され，全低圧需要家に PV を設置し

たとしても電圧逸脱は生じず，低圧需要家への PV 導入率が 90%→100%に拡大可能となる

ことが明らかになった。 

 

図 2-23 低圧系統における有効電力出力と電圧改善の関係（ケース１）  

 

図 2-24 低圧系統における有効電力出力と電圧改善の関係（ケース２）  
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図 2-25 ケース１とケース２の有効電力出力による電圧改善効果の比較  

 

(4) 蓄電池による電圧改善効果の評価手法 

 蓄電池の設置電圧階級，配置および出力方式は配電系統モデルや負荷により変わる。そ

こで，蓄電池の各出力方式による電圧改善効果の評価手法として，蓄電池出力 1kW もしく

は 1kvar 当たりの低圧 100V 系に換算した際の電圧改善効果を比較・評価する手法を提案

した。蓄電池を高圧配電系統に設置して，有効電力，無効電力出力制御を行った際のモデ

ル毎（住宅長亘長モデル，工業長亘長モデル）の出力 1kW もしくは 1kvar 当たりの最大電

圧改善効果を表 2-4 にまとめる。表 2-4 より高圧配電系統に蓄電池を設置する場合，いず

れのモデルにおいても無効電力制御の方が高い電圧改善効果が得られた。  

 

表 2-4 高圧系統に設置した蓄電池の電圧改善効果  

地区区分  住宅長亘長モデル  工業長亘長モデル  

蓄電池出力  
無効電力出力  

(V/kvar) 

有効電力出力  

(V/kW) 

無効電力出力  

(V/kvar) 

有効電力出力  

(V/kW) 

最大電圧改善

効果  
0.008 0.0017 0.007 0.004 

 

次に，蓄電池の設置電圧階級ごとの効果を比較するため，高圧配電系統および低圧配電

系統に設置した蓄電池出力 1kW もしくは 1kvar あたりの電圧改善効果の最大値を，低圧配

電系統（100V）に換算した値を表 2-5 に示す。有効電力制御の場合，高圧設置よりも低圧

設置の方が電圧上昇の原因である PV 発電による逆潮流を面的に抑制し，変圧器や高圧線

での電位上昇を抑制できるため効果的であるが，表 2-5 に示すように蓄電池を高圧配電系

統の末端に配置し，無効電力出力を行う手法が，最大 0.008V/kvar と単位出力あたり最も

高い電圧改善効果が得られた。これは，高圧系統では R/X 比が約 1/2 であること，PV によ

る電圧問題が生じる軽負荷時にはほとんどの配電系統が進み力率であること [2-3]から，電圧
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制御効果は無効電力出力で末端設置が最も効果が高くなった。蓄電池を配電系統に設置す

る際の出力方式・配置毎の電圧改善効果の比較結果を表 2-6 にまとめる。提案する評価手

法を用いた結果，高圧配電系統の末端に集中設置を行い，無効電力出力制御を行う方式が

最も効果が高いことが明らかになった。  

 

表 2-5 高圧及び低圧系統に設置した蓄電池の電圧改善効果の比較  

蓄電池設置  

電圧階級  
高圧配電系統  低圧配電系統  

蓄電池出力  
無効電力出力  

(V/kvar) 

有効電力出力  

(V/kW) 

有効電力出力 (V/kW) 

ケース１）  

均等分布  

ケース２）  

末端優先  

最大電圧改善

効果  
 0.008 0.0017 0.006 0.006 

 

表 2-6 蓄電池の電圧改善効果が高い出力方式・配置の条件  

電圧改善効果 出力方式 
配置 

設置電圧階級 分散・集約 

大 無効電力出力 高圧配電系統 末端集中 

小 有効電力出力 低圧配電系統 分散配置 

 

 

2.5 本章のまとめ 

 本章では急速に普及拡大が行われている太陽光発電（PV）の電圧問題について，これま

で標準モデルが存在しなかった配電系統モデルをその特徴である地区区分と線路亘長を基

に 8 モデルを構築し，それぞれのモデルに対する PV 導入限界量を把握すると共に，既存

の対策（変圧器細分化，太線化）効果について記述するとともに，新たな対策機器として

配電系統に蓄電池を設置し，有効電力および無効電力制御手法を行った際の PV 導入量拡

大効果を定量的に検証した。有効電力および無効電力制御は，それぞれ PV 逆潮流に伴う

電圧上昇抑制に対し有効であることが確認され，高圧配電系統に設置する場合は，無効電

力出力で末端設置した場合，蓄電池単位出力（kW，kvar）当たり最大 0.008V 改善効果が得

られた。一方，低圧に設置する場合は，PV 逆潮流を打ち消すように面的に配置した方が高

く，蓄電池単位出力（kW，kvar）当たり最大 0.006V 効果が得られた。このように，高圧配

電系統および低圧側への蓄電池の設置は，いずれも PV 導入量拡大に効果があることが確

認できたが，蓄電池を高圧配電系統の末端に配置し，無効電力出力を行うことで，最大の

電圧改善効果が得られることが明らかとなった。  

 



第 2 章 蓄電池を配電系統に設置する際の最適な出力方式・配置の評価 

-40- 

 

 2.2 節では，PV 導入や対策効果を定量的に評価するため，配電系統の特徴を示す地区区

分と線路亘長を組み合わせた 8 つの標準解析モデルを構築するとともに，解析で用いる低

圧配電系統や負荷，PV プロファイルについて記載した。  

 

 2.3 節では，2.2 節で構築した配電系統標準解析モデルについて，全低圧需要家に対する

PV 導入率をパラメータとして適正電圧逸脱が生じた PV 導入率を PV 導入限界量として求

め，全ての低圧需要家に PV を導入したケース（PV=100%）を上限として定量評価を行っ

たところ，3 つのモデル（工業長亘長，住宅長亘長，農山村長亘長モデル）で電圧逸脱が発

生することを確認した。併せて，現状，東京電力パワーグリッドで実施している PV 導入

による電圧対策（変圧器細分化，電線太線化）の効果について定量的に評価した結果につ

いて記載した。  

 

 2.4 節では，2.3 節で電圧逸脱が発生した配電系統モデルに対し，配電系統に蓄電池を設

置して電圧制御を行う際の最も効果的な出力方式，設置に関する評価手法の提案を行った。

蓄電池の最適な出力方式および配置は配電系統モデルや負荷により変わるため，蓄電池出

力 1kW もしくは 1kvar 当たりの低圧 100V に換算した際の電圧改善効果を比較・評価する

手法を提案した。この手法を用いて検証したところ，蓄電池を高圧配電系統の末端に配置

し，無効電力出力を行う手法が，最大 0.008V/kvar と最も高い電圧改善効果が得られるこ

とが明らかになった。  

 

 本研究では，PV の大量導入により電圧逸脱が発生した配電系統に対し，蓄電池を系統に

設置して電圧制御を行う際の蓄電池の容量が最小になるような最適な配置や出力の評価法

について検証を行った。評価結果から高圧配電系統末端に設置して無効電力出力制御を行

うことが最も電圧改善効果が高いことが判明したが，一方で，蓄電池は電圧上昇時に充電

することで電圧上昇抑制に加え，蓄電池に充電することができる。電圧下降時には充電し

たエネルギーを用いて無効電力出力をすることで更に効率的に電圧制御を行うことができ

ると考えられ，制御の目的や系統の特質に応じて最適な制御法を採用する必要がある。蓄

電池は高コストで，単なる電圧逸脱時のみ出力する電圧制御用として用いるだけでなく，

ピークカット／ピークシフトといった負荷平準化による付加価値を持たせるなど，揚水発

電の代替機能やグリッド全体のエネルギーの効率的運用や電力品質管理を踏まえた複数の

機能を内包するエネルギーマネジメント実現に向けた検討が必要であると考える。  
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第3章  

太陽光発電の大量連系に対応した協調電圧制御 

3.1 本章の概要 

 太陽光発電や風力発電は，天候や風況などの気象条件により出力が急変し，特に配電系

統では電圧面での影響が示唆されている  [3-1]が，その影響は PV 導入量や設置箇所，配電系

統形態および負荷の状況により異なる。配電系統は，前述のように主に負荷時タップ切替

変圧器（LRT）や自動電圧調整装置（SVR）により適正電圧維持が図られているが，再生可

能エネルギーが大量に配電系統に連系されると，逆潮流や出力変動に伴う電圧上昇や電圧

変動が大きくなり，既存のタップ切替装置のみで対応するのは難しくなる。  

本論文では応答速度が速く，有効・無効電力の出力制御が可能な蓄電池に着目して，配

電系統の電圧維持とそれに伴う PV 導入拡大の検討を行う。これまで蓄電池や静止型無効

電力補償装置（SVC）などの無効電力補償装置を配電系統に用いて電圧制御を行う手法の

提案 [3-2]~[3-4]や，既設の電圧制御装置と協調を取りながら電圧制御を行う手法として既設の

電圧制御機器との不感帯幅を変えて協調を図る制御方法などが提案されている [3-5]～ [3-7]が，

電圧変動の大きさや変化率によっては LRT，SVR の動作が限定され，結果として蓄電池出

力のみで電圧制御が行われ，必要となる蓄電池の高出力・大容量化が懸念される。  

 そこで，本章では太陽光発電が大量連系して電圧逸脱が生じている配電系統に，第 2 章

の提案手法（蓄電池出力方式・配置評価手法）で得られた蓄電池の出力方式と配置を用い

て，蓄電池容量を最小化する「蓄電池と LRT と SVR との協調電圧制御手法（能動的協調

電圧制御手法）」を提案する。この手法は配電系統に電圧変動が生じた場合，応答速度の速

い蓄電池が即応して電圧改善を行い，蓄電池出力が継続した際の出力積算量を管理し，閾

値を超えた際は瞬時的な電圧変動ではなく長周期的な電圧変動と判断して LRT や SVR に

タップ動作指令を与える能動的な協調電圧制御手法である。提案手法の妥当性については，

数値シミュレーションおよび配電系統シミュレータを用いて，蓄電池を設置しない（非設

置）ケースと協調制御を行わないケース（非協調制御）との比較・検証を行い，提案手法

の有効性を検証する。  
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3.2 LRT，SVR と蓄電池の協調電圧制御手法 

3.2.1 LRT，SVR と蓄電池の協調電圧制御の必要性  

 蓄電池を配電系統に設置して電圧制御を行う場合，図 3-1 に示すように PV 逆潮流によ

り系統電圧が変化すると応答速度の速い蓄電池が先に出力を行い，蓄電池出力により系統

電圧が改善されると既存の電圧制御機器（LRT，SVR）の参照点電圧が不感帯内に収まるこ

とから LRT，SVR は動作せず，蓄電池出力の継続により適正電圧に維持されることが想定

される。これにより，電圧制御に必要となる蓄電池の高出力（kW，kvar）および蓄電池容

量（kWh，kvarh）の大型化や蓄電池の充放電による損失の増加が懸念される。この問題に

対して，図 3-2 に示すように既設の LRT，SVR のタップ動作を活用することにより，系統

電圧改善時の蓄電池出力の低減が期待される。本研究では，蓄電池出力の積算値に着目し，

蓄電池出力が継続して積算値が閾値を超過した場合には瞬時な電圧変動ではなく継続的な

電圧変動と判断し，LRT，SVR にタップ動作指令を与える協調電圧制御手法を提案する。  

図 3-1 蓄電池を設置した際の蓄電池および SVR の想定される動作  

図 3-2 蓄電池と SVR との協調電圧制御で想定される効果  
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3.2.2 既設の電圧制御機器（LRT，SVR）の電圧制御手法 

 LRT，SVR はタップ制御により二次側電圧を一定範囲で変えることができる配電系統用

の大型変圧器である。昇圧時は一次側の変圧タップを上げ，降圧時は変圧タップを下げる

ことで変圧器二次側の電圧管理を行うことができる。LRT は変電所に設置される大容量の

タップ制御機器であり，複数フィーダーの電圧を一括で制御する。一方，SVR は配電線の

途中に設置されるタップ制御機器であり，設置点以降の電圧制御を行う [3-8]。SVR は変電所

からの電圧降下が一定範囲を超える箇所に設置されるため，電圧降下の少ない配電系統で

は設置されず，反対に幹線が長く電圧降下の大きい配電系統では複数台設置されることも

ある。 

現状の LRT，SVR の制御方式は，機器設置地点で計測した自端電圧と通過電流の値から

参照点の電圧を推定し，推定参照点電圧(以下，参照点電圧)が不感帯を逸脱し，その逸脱

量が整定値を超過した場合にタップを動作させる Line Drop Compensator (以下 LDC) 方式

が広く使われている。すなわち，LDC 方式は自端電圧，通過電流の大きさおよび設定力率

から参照点電圧の推定を行い，目標範囲内に収めるように電圧制御を行う方式である。図

3-3 において(3.1)式より参照点電圧の推定を行い，図 3-4 に示す不感帯からの推定電圧の逸

脱量に応じて(3.4)式に基づきタップ変更を行う。(3.2)式は電圧偏差を，(3.3)式は電圧逸脱

の時間積算を示す。 

 

𝑉𝑟𝑒𝑓(𝑡) = 𝑉𝑠𝑒𝑐(𝑡) − √3|𝐼(̇𝑡)|(𝑅′cos𝜃 + 𝑋′sin𝜃) (3-1) 

ΔV(𝑡) = 𝑉𝑟𝑒𝑓(𝑡) − 𝑉𝑡𝑎𝑟 (3-2) 
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ここで，𝑉𝑠𝑒𝑐(𝑡)：タップ制御機器二次側電圧， 𝐼(̇𝑡)：通過電流， 

cos𝜃：遅れ力率設定値，𝑅′，𝑋′： 線路模擬インピーダンス， 

𝑉𝑟𝑒𝑓(𝑡)：参照電圧， 𝑉𝑡𝑎𝑟：目標電圧，𝐷(t)：不感帯からの逸脱量 

    𝐷𝑟𝑒𝑓：不感帯からの逸脱量の基準値 
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図 3-3 LDC 方式の概念図 

図 3-4 SVR のタップ切り替え動作の概念図 

 

3.2.3 蓄電池の電圧制御手法 

 蓄電池の無効電力制御は，SVR のタップ動作の際と同様に蓄電池の設置地点電圧が設定

した不感帯（±ε）を逸脱した際に，(3-6)式に示すように目標電圧に収めるよう(3-5)式に

基づき無効電力の入出力を行う。蓄電池の電圧制御ロジック回路を図 3-5 に示す。本検討

では，蓄電池に制御負担が集中しないよう蓄電池の不感帯εは LRT，SVR の不感帯より広

く設定した。 
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ただし，𝑄𝐵𝐸𝑆𝑆(𝑡)：時刻 t における BESS の無効電力出力値  [kvar]，  

Q0：逸脱していた BESS 自端電圧が不感帯内部に入った時の積算部出力，  

Q𝑖(𝑡)：時刻𝑡における積分制御部の出力， 

𝐾𝑝：比例ゲイン，𝐾𝑖：積分ゲイン，𝐾𝐷：減算ゲイン，  

∆𝑉𝐵𝐸𝑆𝑆(𝑡)：時刻𝑡における BESS 自端電圧と不感帯との差分，  

𝑉𝐵𝐸𝑆𝑆(𝑡)：時刻𝑡における BESS 自端電圧，  

𝑉𝑢𝑝
𝐵𝐸𝑆𝑆：BESS の電圧制御不感帯上限値，  

𝑉𝑙𝑜𝑤
𝐵𝐸𝑆𝑆：BESS の電圧制御不感帯下限値  

図 3-5 蓄電池の電圧制御ロジック回路  

 

 

3.2.4  LRT および蓄電池の制御パラメータ決定手法  

電圧制御の精度および制御に要する蓄電池容量は，それぞれ制御パラメータに依存する

ため，シミュレーションを実施するにあたり適切な値を算出する必要がある。本研究では，

最適な制御パラメータを以下の手順で策定した。 

 

(1) LRT の制御パラメータ決定手法  

LRT は LDC 方式を用いて電圧制御を行うため，最適化する制御パラメータは電圧参照
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点の目標電圧値𝑉𝑡𝑎𝑟および電圧参照点までの距離𝐿である。LRT は変電所に設置されており，

本来ならば複数フィーダーの電圧管理を行うが，本検討では単一フィーダーの電圧を管理

するように動作するものとして制御パラメータの整定を実施した。また，系統条件によっ

て最適な制御パラメータは変化するが，PV が一定量連系された状況下で制御パラメータ

の整定を実施した。この理由は，PV 連系に対し既設の LRT が最適に制御を実施した場合

でも電圧管理できないことを確かめることで，蓄電池新設の必要性を示すためである。 

探索方法としては，目標電圧値𝑉𝑡𝑎𝑟および電圧参照点までの距離𝐿に対し，探索幅・探索

範囲を設け全数探索を行った。また，電圧制御精度を比較するために評価関数を設定し，

全数探索した制御パラメータの組合せの中から，評価関数が最も良くなるものを最適制御

パラメータとした。目標電圧値𝑉𝑡𝑎𝑟は高圧配電系統の適正電圧範囲内で，距離𝐿は 0[km]（電

圧参照点は LRT 二次側）から幹線亘長の範囲内で探索を実施した。 

 

(2) 蓄電池の制御パラメータ決定手法  

電圧制御には PI 制御を用いており，それぞれの制御パラメータ Kp
volt，Ki

volt，Kp
lev，Ki

lev

の探索幅・探索範囲を設け全数探索することで最適化を実施した。また，制御パラメータ

の値を大きくし過ぎると制御が不安定になることから，制御パラメータの探索範囲は制御

の安定性を確認しつつ試行錯誤的に決定した [3-9]。 

 

3.2.5 蓄電池と LRT，SVR の協調制御ロジック  

前述のように LRT や SVR は一次側の変圧比（タップ）を機械的に変更することで電圧

制御を行う電圧制御装置である。タップ動作の運用については，機器寿命やタップ動作に

伴う二次側電圧の電圧変動の頻発防止を考慮し，通常は分オーダーの動作時限を設定して

運用される。したがって，薄曇りの日のような雲の流れによる PV 出力の短時間の電圧変

動には対応が難しい一方，電圧維持に常時エネルギーを消費しない。蓄電池は応答速度が

速い反面，電圧維持に蓄電池の充放電（エネルギー消費）を伴う。そこで，天候の急激な

変動に対応しつつ，蓄電池によるエネルギー消費を極力抑える電圧制御を行うため，急峻

な電圧変動は応答速度の速い蓄電池で対応し，緩やかな負荷変動は時定数の大きな LRT，

SVR のタップ動作で対応する制御手法の検討を行う。 

以下，数式を用いて制御手法について説明する。配電系統に電圧変動が発生すると，初

めに時定数の小さい蓄電池が無効電力出力を行い，図 3-6 に示すように，(3-7)式に示す無

効電力出力の積算値 Qint(t)[var･s]が一定値（閾値）以上になると，LRT や SVR に(3-8)式に

基づくタップ切替指令を送り，タップ動作を行う。LRT や SVR のタップ動作により系統電

圧が改善され，蓄電池の参照点電圧が不感帯内に収まると，蓄電池は出力を停止する。な

お，本論文では，蓄電池と LRT，SVR はそれぞれ図 3-7 に示すような電圧保護区間内での

協調電圧制御を行うことを想定しており，LRT，SVR とそれぞれに対応した蓄電池の組み
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合わせで協調電圧制御を行う。シミュレーションでは制御区間内外での電圧制御効果につ

いても検証を行う。 

 

図 3-6 蓄電池出力（上段）と SVR 制御のタイミング（下段）  

 

 

 

図 3-7 蓄電池と LRT，SVR の能動的協調電圧制御手法の概要  
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ただし，𝑡𝑎𝑝(𝑡) :時刻 t におけるタップ位置，  

𝑄𝑖𝑛𝑡(𝑡)：時刻 t における無効電力出力積算量 [kvar･s]，  

𝑄𝑖𝑛𝑡
𝑙𝑒𝑎𝑑: タップ上げ動作指令を発する進み無効電力出力積算量，  

𝑄𝑖𝑛𝑡
𝑙𝑎𝑔

: タップ下げ動作指令を発する遅れ無効電力出力積算量，  

𝑄𝐵𝐸𝑆𝑆(𝑡)：時刻 t における BESS の無効電力出力値  [kvar] 

 

 

3.3 提案手法の有効性検証 

3.3.1 配電系統モデルと低圧負荷と PV 発電量 

(1) 高圧配電系統モデルおよび負荷プロファイル  

 シミュレーションでは，住宅用太陽光発電が対象であることから図 3-8 に示す住宅長亘

長モデルを用いて検証を実施した。本モデルは配電線亘長が 10.5km と比較的長く，電圧制

御機器（SVR）が 1 台接続された住宅地区のモデルである。総負荷容量 2113kW，高圧需要

家 14 軒，低圧需要家数 479 軒で，検証に用いた負荷プロファイルを図 3-9 に示す。  
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図 3-8 検討に用いた配電系統モデル（住宅長亘長モデル）  

 

(2) 高圧負荷特性  

電協研では工業地区，住宅地区，農山村地区，繁華街地区の配電線単位での負荷曲線（30

分値）が重負荷時，軽負荷時に分けて記載されている [3-10]。また，1 軒当たりの低圧需要家

の有効電力は，後述の(4)項に示すように実測値から算出した値を使用することとし，高圧

需要家の合計有効電力と低圧需要家の合計有効電力の和が，電協研に記載されている実測

の有効電力と等しくなるように図 3-9 に示すように求めた。高圧需要家の負荷波形は，電

協研に記載のある重負荷時，軽負荷時の配電線での負荷曲線（30 分値）から低圧需要家分

（数百件の実測値の移動平均値）を差し引いた値として算出した。具体的には，低圧需要

家の負荷波形が全軒同期したものと仮定し，(3-9)式より求めた。  

 

（高圧需要家電力）＝（実測電力）－（低圧需要家電力）×（低圧需要家数）  (3-9) 
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図 3-9 検討に用いた負荷プロファイル（住宅長亘長モデル）  

 

(3) 低圧配電系統モデル  

電協研では，配電系統ごとに低圧配電系統モデルの構築は行っていないが，実測結果よ

り低圧配電線の力率がほぼ 1.0 であった [3-10]ため，本検討では図 3-8 の高圧配電系統モデル

において，高圧配電線の各ノードに割り当てられる低圧負荷容量から，低圧負荷の定格電

力を 2.0kW と仮定して低圧需要家数を算出し，実低圧系統データの中から低圧需要家数が

一致する低圧配電系統を高圧配電系統に当てはめた。図 3-10 に低圧配電系統モデルの一例

を示す。低圧配電系統モデルは低圧配電線，引込線，低圧需要家，太陽光発電システムで

構成され，柱上変圧器から需要家受電点までを詳細に模擬しているため，需要家単位での

電圧評価が可能である。図 3-10 は，低圧需要家が 14 軒連系された低圧配電系統モデルを

一例として示している。柱上変圧器の接続相は，接続する高圧ノード周辺で電圧が不平衡

にならないように考慮した。  

 

図 3-10 低圧配電系統モデルの一例（低圧需要家：14 軒）  
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(4) 低圧負荷特性および PV プロファイル  

低圧需要家の負荷波形および PV 波形は，数百軒の需要家における実測値の平均値を用

いる。実測値は 10 秒刻みであるが，実測値の 30 分間の移動平均をとることにより，急激

な変動成分を除いた実測値の 1 日の変化の傾向を抽出し，負荷パターンの基礎検討を行う。

図 3-11 に低圧負荷波形および PV 波形の作成手順を示す。この手順により作成した 1 軒当

たりの負荷波形，PV 出力を，構築した低圧配電系統モデルに実装する。  

図 3-11 低圧負荷パターン（太陽光発電集中連系箇所での実測値平均）の一例  

 

PV 発電量についても 2 章での検討と同様に，2007 年の１年間で逆潮流が最大となった

１日の実測平均値を用いて，負荷と PV 出力の比から算出（PV 出力／低圧負荷＝1.8553 で，

全低圧需要家へ PV が導入された場合を，PV（導入率）=100%（以下 PV=100%とする））

し，PV 発電電力は図 3-12 に示す特徴的のある 3 日（晴天日 1 日，曇天日 2 日）を用いて

シミュレーションを実施した。晴天日（Sunny）は出力が安定しており，変動が少ないもの

の，逆潮流量が最も大きくなる。曇天日の変動大（Cloud 1）は太陽の陰りによる PV 出力

の変動幅が大きく，PV 出力が急激に変動する。高頻度（Cloud 2）は，PV 出力は安定して

いるものの，小刻みな出力変動回数が多い。  

図 3-12 低圧負荷と PV 出力のプロファイル  

（晴天日（左），曇天日（中：変動大，右：高頻度））  
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3.3.2 電圧制御の評価関数  

 電圧制御の評価関数は，図 3-13（橙色の部分）に示すように適正電圧範囲からのノード

電圧（柱上変圧器の高圧側）の逸脱量を時間積算し，それを全てのノード分を足し合わせ

た値を評価関数𝑓𝑣𝑜𝑙𝑡（(3-10)式）で定義した。系統内で電圧逸脱が生じていない場合,評価

関数𝑓𝑣𝑜𝑙𝑡は０となり，電圧逸脱が増加するほど評価関数は大きくなる。また，(3-10)式にお

ける判別係数および各定数を(3-11)式に定義した。  

 

𝒇𝐯𝐨𝐥𝐭 =
𝟏

𝟏𝟎𝟎𝟎
∑ ∑ [

𝑲𝐮𝐩(𝒕, 𝒊){𝑽𝐢(𝒕) − 𝑽𝐮𝐩}

+𝑲𝐥𝐨𝐰(𝒕, 𝒊){𝑽𝐥𝐨𝐰 − 𝑽𝐢(𝒕)}
]

𝑻

𝒕=𝟏

𝑰

𝒊=𝟏

 (3-10) 

𝑲𝐮𝐩(𝒕, 𝒊) = {
𝟏     (𝑽𝐢(𝒕) > 𝑽𝐮𝐩)

𝟎    𝐨𝐭𝐡𝐞𝐫𝐰𝐢𝐬𝐞       
,   

𝑲𝐥𝐨𝐰(𝒕, 𝒊) = {
𝟏   (𝑽𝐢(𝒕) < 𝑽𝐥𝐨𝐰)

𝟎       𝐨𝐭𝐡𝐞𝐫𝐰𝐢𝐬𝐞    
 

𝑰 = 𝟒𝟐(𝐓𝐨𝐭𝐚𝐥 𝐧𝐨𝐝𝐞 𝐧𝐮𝐦𝐛𝐞𝐫)  

𝑻 = 𝟐𝟒 ×
𝟑𝟔𝟎𝟎

𝟏𝟎
= 𝟖𝟔𝟒𝟎(𝐓𝐢𝐦𝐞 𝐝𝐢𝐯𝐢𝐬𝐢𝐨𝐧𝐬)  

(3-11) 

 

ただし，𝑓𝑣𝑜𝑙𝑡：電圧制御の評価関数，  

 𝐾up:  電圧上限逸脱の判別係数(1 ならば電圧逸脱あり，0 ならば逸脱なし )，  

 𝐾l𝑜𝑤: 電圧下限逸脱の判別係数，  

 𝑉i(𝑡): 時刻𝑡におけるノード 𝑖の電圧，  

 𝑉up:  電圧の適正範囲上限値，  

 𝑉𝑙𝑜𝑤: 電圧の適正範囲下限値，  

 𝐼:    全ノード数，  

 𝑇:    シミュレーション断面数  

 

図 3-13 電圧逸脱量のイメージ  
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3.4 シミュレーションを用いた協調電圧制御手法の有効性検証 

 前節で記載した太陽光発電が大量連系にされた配電系統モデル（住宅長亘長モデル）を

用いてシミュレーションを実施し，提案する協調電圧制御手法の効果の検証を行う。  

 

3.4.1 シミュレーション条件 

 シミュレーションは前節で記載した配電系統モデル，負荷プロファイル，PV の晴天日

（1 日）・曇天日（2 日）の発電出力パターンを変化させ，提案手法の有効性について検証

する。検証する試験ケースを表 3-1 に示す。検証では，電圧制御装置や制御条件を変えて，

ケース（1-1）~（1-6）の 6 つのケースについて数値シミュレーションを実施し，効果の比

較・検証を行う。  

 

表 3-1 検証する試験ケース  

ケース 電圧制御機器  制御  蓄電池の配置  

1-1 LRT/SVR 

自律制御  

- - 

1-2 

LRT/SVR/BESS 

- 末端  

1-3 中間  - 

1-4 中間  末端  

1-5 
協調制御  

- 末端  

1-6 中間  末端  

 

本検証では，適正電圧範囲として基準電圧 6750V±2%を適正範囲として検討を行った。

この考え方としては，電気事業法施行規則で規定される適正電圧（101±6V）の変動幅 12%

において，低圧部分で 8%，高圧部分で 4%を分担すると仮定し，高圧部分の基準電圧±2%

を適正範囲とした。LRT および SVR の不感帯（1%），ステップ電圧（1.5%）は，東京電力

パワーグリッドで標準的に用いられている値を採用した。LRT, SVR はそれぞれ図 3-14 に

示す電圧保護区間の電圧制御を分担するよう制御を行う。蓄電池－LRT 保護区間，蓄電池

－SVR 制御保護はそれぞれ区間内において蓄電池と LRT および SVR の協調電圧制御を行

うため，試験ケースは表 3-1 に示すように蓄電池を 2 台設置（系統の末端，中間）する場

合と，いずれかに設置（系統の末端または中間）する場合とした。シミュレーションに用

いた各機器の設定条件を表 3-2 にまとめる。  
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表 3-2 シミュレーションに用いた各機器の設定条件  

項 目  設定値  

サンプリング時間  [s] 10 

LRT 

定格容量 [MVA] 10 

ステップ電圧 [V] 100(1.5%) 

不感帯幅 [%] 1.0 

SVR 

定格容量 [MVA] 5 

ステップ電圧 [V] 100(1.5%) 

不感帯幅 [%] 1.0 

蓄電池  不感帯幅（電圧制御）  [%] 1.5 

配電系統  

適正電圧範囲 [V] 上限 / 下限  6726 / 6474 

負荷 [kVA] / PV 出力[kW] 3240 / 4794 

最大有効電力負荷  [kW] 3196 

最大無効電力負荷  [kvar] 1346 

配電線亘長  [km] 4.49 

配電系統線路インピーダンス  [Ω] 1.56+j3.24 

 

図 3-14 提案手法の電圧制御機器および蓄電池の電圧保護区間とタップ指令の概念図  

 

3.4.2 シミュレーションを用いた電圧制御結果  

 LRT，SVR および蓄電池を用いて電圧制御を実施した際の各制御機器の応答速度の違い

による電圧制御効果，ならびに提案する協調制御手法の有効性について，数値シミュレー

ションを用いて検証した。評価指標として 3.3.2 節で記載した電圧逸脱量，タップ動作回数

および蓄電池の無効電力出力量を比較し，提案手法の有効性を検証した。併せて晴天日・

曇天日の太陽光発電の出力波形の違いによる電圧制御効果への影響評価も実施した。  
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(1) 自律制御の LRT，SVR を用いた電圧制御結果  

ケース（1-1）は，既設の電圧制御装置である LRT，SVR のみで，それぞれ自律で電圧制

御を行うケースである。電圧制御結果の一例を図 3-15 および図 3-16 に示す。電圧曲線図

内部の破線は LRT（青の破線），SVR（緑の破線）のそれぞれのタップ推移を示しており，

凡例にタップ切替回数を示す。図 3-15 は太陽光の出力変動の少ない晴天時の結果である

が，時刻 16 時～17 時において LRT のタップ下げ動作に起因する電圧の下限逸脱が生じて

いる。これは，LRT がノード 10 の測定電圧を用いて電圧制御を行っているためである。ま

た，図 3-16 は曇天時で太陽光発電の出力変動が大きいケースであるが，太陽光発電が出力

変動をしている 8 時～17 時の間で瞬時的な電圧逸脱が発生している。これは，分オーダー

の動作時限を有する LRT，SVR のタップ切替が，PV 出力変動に起因する急峻な電圧変動

に追従できないためである。また，晴天日と同様に時刻 16 時～17 時において LRT のタッ

プ下げ動作に起因する電圧の下限逸脱が生じている。  

 

図 3-15 LRT，SVR のみの電圧制御結果（ケース（1-1），晴天日）  
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図 3-16 LRT，SVR のみの電圧制御結果（ケース（1-1），曇天日（変動大））  

 

(2) 自律制御の LRT，SVR および蓄電池を用いた電圧制御結果  

ケース（1-2）～（1-4）は，電圧逸脱が発生していたケース（1-1）の配電系統に，蓄電

池を設置してそれぞれの機器を自律で電圧制御を行うケースである。無効電力出力は，正

の値を進み無効電力の注入（系統電圧は上昇），負を遅れ無効電力の注入（系統電圧は降下）

とした。一例として蓄電池を末端のみに設置したケース（1-2）の曇天日の電圧制御結果お

よび蓄電池出力を図 3-17 と図 3-18 に，蓄電池を系統の中間のみに設置したケース（1-3）

の電圧制御結果および蓄電池出力を図 3-19 と図 3-20 に，蓄電池を中間と末端に設置した

ケース（1-4）の電圧制御結果および蓄電池出力を図 3-21 と図 3-22 に示す。いずれのケー

スにおいても，蓄電池を設置した制御区間内（ケース（1-2）では SVR 制御区間内におい

て，ケース（1-3）では LRT 制御区間内において，ケース（1-4）では LRT,SVR 制御区間内）

においてケース（1-1）で発生していた瞬間的な電圧逸脱は解消されている。このことから，

蓄電池の無効電力出力の応答速度は，太陽光の瞬時的な変動に十分対応していることが明

らかとなった。しかしながら，制御区間外での電圧逸脱は解消されていないことから，蓄

電池の制御範囲は対象となる電圧制御機器から蓄電池設置までの間であることが確認され

た。また，ケース（1-4）では，中間，末端に設置された蓄電池の無効電力出力により全て

の電圧保護区間の電圧逸脱が解消されている一方，特に 16 時以降に SVR 制御区間にある

末端設置の蓄電池の無効電力出力が継続して適正電圧維持が行われていることが確認され

た。  
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図 3-17 自律制御の LRT，SVR および蓄電池（末端設置）による電圧制御結果

（ケース（1-2），曇天日（変動大））  

 

図 3-18 自律制御の LRT，SVR および蓄電池による電圧制御の蓄電池出力

（ケース（1-2），曇天日（変動大））  
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図 3-19 自律制御の LRT，SVR および蓄電池（中間設置）による電圧制御結果

（ケース（1-3），曇天日（変動大））  

 

図 3-20 自律制御の LRT，SVR および蓄電池（中間設置）による電圧制御の蓄電池出力

（ケース（1-3），曇天日（変動大））  
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図 3-21 自律制御の LRT，SVR および蓄電池（中間・末端設置）による電圧制御結果

（ケース（1-4），曇天日（変動大））  

 

図 3-22 自律制御の LRT，SVR および蓄電池（中間・末端設置）による電圧制御の

蓄電池出力（ケース（1-4），曇天日（変動大））  
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(3) 協調電圧制御の LRT，SVR および蓄電池を用いた電圧制御結果  

 ケース（1-5），（1-6）は，各電圧制御機器が自律で電圧制御していた(2)のケースに対し，

提案する協調電圧制御を用いて電圧制御を行うケースである。一例として曇天日を対象と

した蓄電池を末端のみに設置したケース（1-5）の電圧制御結果および蓄電池出力を図 3-23

と図 3-24 に，蓄電池を中間と末端に設置したケース（1-6）の電圧制御結果および蓄電池

出力を図 3-25 と図 3-26 に示す。(2)の電圧制御結果と同様に蓄電池を設置した制御区間（ケ

ース（1-5）では SVR 制御区間，ケース（1-6）では LRT,SVR 制御区間）において，瞬時的

な変動による電圧逸脱が解消されている一方で，制御区間外での逸脱は解消されていない。 

また，ケース（1-4）において，16 時以降も SVR 制御区間の末端設置の蓄電池の無効電

力出力が継続して，適正電圧維持が図られていた事象に対し，ケース（1-6）では蓄電池の

無効電力出力の継続を検知し，SVR タップ動作指令を実施する（17 時）ことで，蓄電池の

参照点電圧が不感帯（1.5%）内に収まるため，系統電圧は維持しつつ蓄電池の出力を抑え

られていることが確認された。  

なお，ケース（1-4）では表 3-2 に示すように LRT，SVR の不感帯幅 1.0%に対し，蓄電

池は 1.5%と差を持たせ，過去に提案されている蓄電池と LRT，SVR の不感帯幅を変えて

協調制御を図る方法 [3-5],[3-6]（ケース（1-4））と本論文で提案する協調電圧制御手法（ケー

ス（1-6））と比較した。共に電圧逸脱は回避できているが，本論文の提案手法は過去の提

案手法（ケース（1-4））と比較して蓄電池の出力の継続時間に応じて SVR を能動的に動作

させるため，電圧逸脱を適正に解消しつつ，蓄電池の出力を大幅に削減できることが確認

された。  

図 3-23 協調電圧制御の LRT，SVR および蓄電池（末端設置）による電圧制御結果  

（ケース（1-5），曇天日（変動大））  
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図 3-24 協調電圧制御の LRT，SVR および蓄電池（末端設置）による電圧制御の

蓄電池出力（ケース（1-5），曇天日（変動大））  

 

図 3-25 協調電圧制御の LRT，SVR および蓄電池（中間・末端設置）による  

電圧制御結果（ケース（1-6），曇天日（変動大））  

 

 

 

 



第 3 章 太陽光発電の大量連系に対応した協調電圧制御

-63- 

 

図 3-26 協調電圧制御の LRT，SVR および蓄電池（中間・末端設置）による電圧制御の

蓄電池出力（ケース（1-6），曇天日（変動大）） 

 

(4) LRT，SVR および蓄電池による電圧制御結果のまとめ  

表 3-3 に晴天日（1 パターン），曇天日（2 パターン）と PV 発電プロファイルを変化さ

せた際の電圧制御結果について，提案手法と既存の電圧制御装置のみのケース，既存の電

圧制御装置＋蓄電池を自律制御するケースと比較・検証した結果を表 3-3 にまとめる。  

既設の電圧制御装置のみのケースでは電圧逸脱が発生していたが，蓄電池を設置するこ

とで，全ての天候条件において電圧逸脱が解消されていることが確認された。しかしなが

ら，蓄電池の電圧制御は対象の制御区間内のみで有効であり，制御区間外では効果が見ら

れなかった。  

また，LRT，SVR および蓄電池を設置し，それぞれ自律制御を行うケース（1-4）では，

応答速度の速い蓄電池の出力により系統電圧が適正範囲に収まり，以降も蓄電池が無効電

力出力を継続することで適正電圧維持が図られることが確認された。これに対し，提案手

法（ケース（1-6））では，蓄電池の無効電力出力の積算値を管理し，SVR タップ動作指令

を実施することで，SVR タップ動作により蓄電池の参照点電圧が不感帯内に収まり，系統

電圧は適正電圧に維持されつつ蓄電池の出力を大幅に（79～92％削減）抑えられることが

確認された。この場合の LRT，SVR の動作回数は，既存の電圧制御機器のみのケース（1-

1）と比較して同程度以下であることが確認された。  

 以上より，提案手法を用いることにより全てのケースで電圧逸脱を解消できるとともに，

既存の電圧制御装置のタップ動作回数を増やすことなく蓄電池の出力を大幅に（最大 92％

削減）抑制できることが確認され，提案手法の有効性が確認された。 
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表 3-3 シミュレーション結果の集約  

ケース  天候  
電圧逸脱

量[kV･h] 

タップ動作回数  無効電力出力量  

LRT SVR 
出力[kvar] 出力量

[kvar･h] 中間  末端  

1-1 

晴天  20.7 3 2 －  －  －  

曇天１  34.4 4 8 －  －  －  

曇天２  21.7 3 10 －  －  －  

1-2 

晴天  20.7 3 2 － 5.3 2.86 

曇天１  27.5 2 4 － 250.2 430.1 

曇天２  11.2 3 2 － 193.1 485.4 

1-3 

晴天  0.0 2 2 442.6 － 3286.0 

曇天１  0.4 2 6 441.9 － 4404.8 

曇天２  0.1 2 6 441.6 － 3757.9 

1-4 

晴天  0.0 2 2 442.6 5.3 3287.7 

曇天１  0.0 2 4 441.9 334.0 4005.4 

曇天２  0.0 2 2 441.6 76.0 3768.8 

1-5 

晴天  20.7 3 8 － 183.5 65.41 

曇天１  27.5 2 6 － 250.2 423.0 

曇天２  10.54 3 4 － 165.4 303.6 

1-6 

晴天  0.00 3 2 245.2 9.8 288.3 

曇天１  0.00 3 4 380.5 334.0 857.6 

曇天２  0.00 3 2 230.3 76.0 748.6 

 

 

3.5 配電系統シミュレータを用いた効果の検証 

 本節では，提案する協調電圧制御手法について，配電系統シミュレータ（実験設備）を

用いた検証を行い，非協調時の電圧制御方式と比較し，提案手法の有効性の検証を行う。 

 

3.5.1 配電系統シミュレータ  

配電系統シミュレータ(ANSWER: Active Network Simulator with Energy Resources)は，電

圧制御機器（LRT，SVR），配電線路模擬装置，再生可能エネルギー電源 /負荷を模擬したイ

ンバータ装置，計測装置および制御装置から構成されている。屋内での試験環境のため

6.6kV の配電系統を 400V に縮約した模擬系統で，電線路や電圧制御装置，変圧器などそれ

ぞれの機能を有する構成要素をボックス内にアナログ回路もしくは実機を模擬した装置を
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構成し，接続ケーブルを介してボックス間を直列および並列に接続することで，柔軟な形

態の模擬配電ネットワークを構築することが可能なり，PV 逆潮流や DR 発動といった様々

なイベントを模擬・再現可能な低圧模擬系統システムである [3-7]。MATRAB/Simulink およ

び dSpace を用いることで，各装置で計測される電圧や電流情報からリアルタイムシミュレ

ータ（PC）を介した制御信号より，負荷および PV の出力制御，LRT，SVR 装置の変圧器

タップ動作や蓄電池の充放電制御が可能となる（図 3-27）。  

 

図 3-27 アナログシミュレータ・線路装置の構成と出力制御系  

 

3.5.2 ANSWER を用いた検証試験  

 提案する協調電圧制御手法において，本検証において重要な要素である蓄電池と電圧制

御装置の時定数の違いによる電圧制御効果を検証するため，実機ベースの蓄電池，SVR を

用いて図 3-28 に示すような ANSWER（模擬配電系統）試験回路を構成し，協調電圧制御

効果の有効性を検証した。用いた負荷および PV プロファイル（それぞれ力率 1）を図 3-

27 に示す。PV プロファイルは，前節のシミュレーションでの検証において最も過酷な条

件となった曇天日（高頻度＋変動大）を用い，インバータを介して負荷および PV 逆潮流

を配電系統に注入して電圧制御効果の検証を行った。試験条件を表 3-4 に，試験ケースを

表 3-5 に示す。適正電圧範囲は，前節と同様の考え方で，高圧部分の基準電圧 400V±2%を

適正範囲とし，試験装置の仕様である SVR の不感帯幅（1.2%），ステップ電圧幅（1.0%）

に対し，蓄電池の不感帯幅を 0.9%，1.4%と 2 種類を用いた試験ケースで検証を行った。評

価はシミュレーションの場合と同様に，① SVR タップ動作回数，②  蓄電池最大出力（kvar），

③ 蓄電池出力量(kvar･s)，④ 電圧逸脱量について各試験ケースの比較を行った。  
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図 3-28 ANSWER を用いた試験回路  

 

表 3-4 試験条件  

項目  設定値  

SVR 

目標電圧 [V] 400 

時定数（動作時限）  [%･sec] 120 

不感帯幅 [%] 1.2% 

ステップ電圧 [V] 4V (1%) 

蓄電池  

不感帯幅（電圧制御）[%] 0.9%, 1.4% 

タップ動作を行う Qout   [kvar･s] 

進み無効電力 : タップ上げ / 

遅れ無効電力 : タップ下げ 

1.5/ 

2.5 

配電系統  

適正電圧範囲 [V] 上限 / 下限  408 / 392 

最大負荷 [kVA] / PV 最大出力   [kW] 1 /1 

試験時間 [24 時間等価] 300sec 

配電線路亘長 [km] 6.7 

配電線路インピーダンス  [Ω] 2.68+j2.53 
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表 3-5 試験ケース  

ケース  SVR 蓄電池  概要  

2-1 × × 電圧制御機器（LRT,SVR）なし  

2-2 ○  × 自律制御の SVR のみ  

2-3 ○  ○  自律制御の SVR,蓄電池  

2-4 ○  ○  SVR,蓄電池の協調電圧制御  

 

 

3.5.3 ANSWER を用いた検証結果 

(1) 電圧制御機器がないケース  

 ケース（2-1）は電圧制御装置がなく，電圧制御を行わないケースである。したがって，

インバータを介して系統内に負荷電流および PV 出力電流が流れだすと，図 3-28 に示すよ

うに負荷電流と PV 出力の合算値に基づき系統電圧が変動し，PV 出力すなわち逆潮流量が

ピークとなる時間帯（12 時ころ）および負荷量が最大となる時間帯（20 時ころ）において，

最大 7V 程度の電圧逸脱が発生した（図 3-29）。  

 

図 3-29 ケース（2-1）の試験結果  
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(2) 自律制御の SVR のみで電圧制御を行うケース  

ケース（2-2）は自律制御を行う SVR のみで電圧制御を行う試験ケースである。図 3-30

に示すようにケース（2-1）で電圧逸脱が生じていた PV 逆潮流量がピークとなる時間帯（12

時ころ）および負荷量が最大となる時間帯（20 時ころ）では，SVR 動作によりおおむね適

正範囲内に収まっている。しかしながら，12 時ころの一部の時間帯では，PV の出力変動

により生じる急峻な電圧変動に対し，SVR の動作遅れのために瞬時的な電圧逸脱が発生し

ている。このケースでは，緩やかな時間変化の電圧変動については SVR 動作（10 回/日）

で解消されていたが，瞬時的な電圧変動には対応できていない結果となった。  

図 3-30 ケース（2-2）の試験結果  

 

(3) SVR と蓄電池それぞれが自律で電圧制御を行うケース  

ケース（2-3）は，蓄電池を配電系統に設置するものの SVR とは協調電圧制御を行わず，

蓄電池，SVR はそれぞれ自律で電圧制御を行うケースである。蓄電池の不感帯は 0.9%と設

定し，SVR の不感帯 1.2%より狭く設定した。ケース（2-1）で電圧逸脱が生じていた PV 逆

潮流量がピークとなる時間帯（12 時ころ）および負荷量が最大となる時間帯（20 時ころ）

では，図 3-31 に示すように応答速度の速い蓄電池の無効電力出力により系統電圧は適正範

囲内に収まっている。また，ケース（2-2）で発生していた 12 時ころの短時間の電圧逸脱

も解消している。このケースは，シミュレーション結果（ケース（1-4））と同様に系統で

電圧変動が生じた際，応答速度の速い蓄電池の無効電力出力により適正電圧に収まり，そ

の後も電圧補償期間中は無効電力出力が継続していた。一方で，蓄電池の電圧補償により，
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SVR の参照点電圧は不感帯内に収まるため，SVR のタップ動作は行われなかった。  

 

図 3-31 ケース（2-3）の試験結果  

 

(4) SVR と蓄電池との協調電圧制御を行うケース  

ケース（2-4）は，系統に蓄電池を設置し，蓄電池と SVR との協調電圧制御手法を用い

た試験ケースである。蓄電池の不感帯幅は 1.4%と設定し，SVR 不感帯 1.2%より広く設定

した。このケースでは，ケース（2-1）で電圧逸脱が生じていた PV 逆潮流量がピークとな

る時間帯（12 時ころ），負荷量が最大となる時間帯（20 時ころ）およびケース（2-2）で発

生していた 12 時ころの瞬間的な電圧逸脱は解消している。また，図 3-32 に示すように系

統電圧が変動すると，初めに応答速度の速い蓄電池出力により電圧補償が行われるが，蓄

電池の出力が継続して積算値が閾値を超過すると，SVR タップ動作指令が行われ，タップ

動作より蓄電池の参照点電圧が不感帯に収まるため蓄電池出力を停止することが確認され

た。これにより，急峻な電圧変動は蓄電池が出力し，緩やかな電圧変動は SVR のタップ動

作により電圧制御が行われ，電圧逸脱が解消されるとともに，蓄電池出力および出力積算

値は，蓄電池のみで出力したケース（2-3）より十分小さくなることが実験環境においても

確認され，SVR タップ動作回数も SVR のみで電圧制御を行うケース(2-2)と同数であった。

これにより，提案する協調電圧制御の有効性がシミュレーション，実験環境の双方で確認

された。  
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図 3-32 ケース（2-4）の試験結果  

 

表 3-6 に全ての実験結果を取りまとめる。3.4 節のシミュレーション結果と同様に，配電

系統シミュレータを用いた検証においても既存の電圧制御機器である LRT，SVR と蓄電池

の協調電圧制御を行わず，それぞれ自律で電圧制御を実施した場合，応答速度の違いから

蓄電池出力のみで系統電圧が改善されるため LRT，SVR 動作は行われず，蓄電池が出力を

継続して適正電圧維持が図られることが確認された。一方，提案する協調電圧制御手法を

用いると，PV の急激な出力変動は蓄電池が対応し，一日を通した負荷の緩やかな変動は

SVR タップ動作により電圧制御を行うため，蓄電池がない場合と SVR のタップ動作回数

は同等で，非協調の場合と比較して蓄電池の出力（44%削減）および容量（93%削減）を

大幅に抑制しつつ，系統電圧を適正に収めることが可能となり，提案手法の有効性がシミ

ュレーションだけでなく，実験環境においても検証された。  

 

表 3-6 ANSWER を用いた電圧制御試験結果の集約  

ケース  
電圧逸脱量

[kV･h] 

タップ動作回数  無効電力出力量  

SVR [回] 
出力

[kvar] 

出力量

[kvar･s] 

2-1 31.4 0 0 0 

2-2 0.3 10 0 0 

2-3 0 0 0.969 71.88 

2-4 0 10 0.172 4.62 
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3.6 本章のまとめ 

 本章では，太陽光発電が大量連系して電圧逸脱が生じている配電系統に，第 2 章の提案

手法（蓄電池出力方式・配置評価手法）で得られた蓄電池の出力方式と配置を用いて，電

圧制御に必要な蓄電池の出力および容量を最小化する蓄電池と LRT と SVR との協調電圧

制御手法を提案した。提案手法は，配電系統に PV 逆潮流による電圧変動が生じた場合，

初めに応答速度の速い蓄電池が即応して電圧改善が行われるが，蓄電池出力の積算量を管

理し，閾値を超過した場合に LRT と SVR にタップ動作指令を与える能動的な協調電圧制

御手法である。この制御手法では，協調制御なしの試験ケースにおいて蓄電池が全補償し

ていた電圧制御のうち，長周期的な電圧変動の補償を LRT と SVR に分担させ，短周期的

（瞬時的）な電圧変動のみを蓄電池で分担する協調電圧制御手法である。提案手法の有効

性については，晴天日（1 パターン），曇天日（2 パターン）の 3 パターンの気象条件の下，

シミュレーションおよび配電系統シミュレータを用いて，蓄電池が非設置のケースと蓄電

池を設置して協調制御を行わないケース（非協調制御）と比較することで，提案手法の有

効性の検証を行った。以下，本章の実施内容をまとめるとともに，今後の課題について述

べる。  

 

 3.2 節では，配電系統の電圧制御機器である LRT，SVR の制御手法を概説するとともに，

配電系統に蓄電池を設置して電圧制御を行う場合の電圧制御機器の時定数の問題点を述べ，

これらを解決する既設の電圧制御装置と蓄電池を協調して電圧制御を行う協調電圧制御手

法および制御パラメータの決定手法について記載した。  

 

 3.3 節では，提案する制御手法の有効性を検証するための高低圧配電系統モデル，負荷お

よび PV 発電（晴天日 1 パターン，曇天日 2 パターン）プロファイルなどシミュレーショ

ン条件を述べるとともに，制御効果を定量的に比較・評価するための評価関数について定

義した。  

 

 3.4 節では，3.3 節で記載したシミュレーションモデル，負荷および PV 出力プロファイ

ル，各種シミュレーション条件に基づき，PV が大量連系にされた配電系統モデル（住宅長

亘長モデル）を用いてシミュレーションを実施し，提案する協調電圧制御手法の有効性を

検証した。シミュレーションの結果より，既存の電圧制御装置（LRT，SVR）のみのケース

において電圧逸脱が発生した系統条件に対し，配電系統に蓄電池を設置し，無効電力制御

を行うことで電圧制御区間内の電圧逸脱が解消され，蓄電池設置の有効性が確認された。

しかしながら，協調制御を行わず，それぞれの機器が自律で電圧制御を行う場合，応答速

度の速い蓄電池出力により適正電圧維持が継続され，結果として既存の電圧制御機器が動

作せず，必要となる蓄電池の大容量化や充放電ロスによる損失が課題であることが確認さ
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れた。一方，提案する協調電圧制御手法を用いた場合，全ての試験ケースで電圧逸脱を解

消できるとともに，電圧制御装置（LRT,SVR）のタップ動作回数を，電圧制御装置のみで

制御を行う場合と比較して増やすことなく，非協調の場合と比較して蓄電池の出力を大幅

に（最大 92％削減）抑制できることが確認された。  

 

3.5 節では，提案する協調電圧制御手法において重要な検証要素である蓄電池と電圧制

御装置の時定数の違いによる電圧制御効果を検証するため，実機ベースの蓄電池，SVR を

用いて実験環境での試験回路を構成し，提案する協調電圧制御手法の有効性を検証した。

SVR と蓄電池をそれぞれ自律で電圧制御した場合，応答速度の違いから蓄電池出力のみで

系統電圧が改善され，結果として SVR 動作は行われず，蓄電池が出力を継続して系統電圧

維持が図られることが確認された。一方，提案する協調電圧制御手法を用いると，PV の急

激な出力変動は蓄電池が対応し，負荷の緩やかな変動は SVR タップ動作により電圧制御が

行われるため，蓄電池がない場合と SVR のタップ動作回数は同等で，非協調制御の場合と

比較して蓄電池の出力（44%削減）および容量（93%削減）を抑制しつつ，系統電圧を適

正に維持することが可能となり，提案手法の有効性がシミュレーションだけでなく，配電

系統シミュレータにおいても検証された。  

 

 本研究では，電圧制御機器のタップ制御の整定値や蓄電池の整定値および目標電圧範囲

の設定などの制御パラメータは，概説したパラメータ決定手法を基に決定した。しかしな

がら，実系統における電圧制御機器は，十年，二十年スパンでの現場での運用が求められ

ることから，負荷の増減や PV 連系量の増加など現実レベルでの系統潮流の変化に対応で

きるような汎用的なパラメータ決定手法を確立していく必要がある。  
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第4章  

デマンドレスポンス普及拡大に対応した協調 

電圧制御 

 

4.1 本章の概要 

 デマンドレスポンス（DR）は，東日本大震災以降，ピーク電力抑制や発電と等価な価値

を生むことで環境負荷低減の新たな方策として期待されており，各種の実証実験が行われ

ている [4-1]～ [4-4]。一方でデマンドレスポンスは，電気事業者等から送られる DR 信号により

需要家の負荷抑制や負荷の使用時間帯のシフト（ピークシフト）を誘導し，需給ひっ迫時

のピークカットを達成するため，デマンドレスポンス開始時および解除時は，複数の需要

家の負荷抑制および抑制解除がほぼ同時に行われることとなる。この際，負荷抑制量や配

電系統のインピーダンス（線路亘長，電線の太さ）によっては，配電系統全体の負荷電流

の急変に対し，LRT，SVR といった既設の電圧制御装置が追随できないことによる電圧逸

脱，および，それに伴う太陽光発電の出力抑制や一斉解列が懸念されている。これら課題

については，いくつかの文献において問題提起がされており [4-5],[4-6]，先行研究では新たに

蓄電池を設置する検討や高速に制御が可能な電圧制御機器を集中制御する方式の検討が行

われている [4-7],[4-8]が，既存の電圧制御機器を活用した対策の提案および電圧改善効果の検

証は行われていない。  

 本章では，デマンドレスポンスの導入期および普及期の 2 段階に分けて，それぞれ電圧

対策の規模や設備コストの観点から電圧変動対策手法を提案する。DR の導入期は，DR に

よる電圧変動量が比較的小さい場合を想定しており，センサ内蔵開閉器情報に基づく電圧

予測結果から既設の電圧制御装置の制御を行う集中制御手法を提案している。一方，DR の

普及期は DR による電圧変動量も多いため，蓄電池が必要となる場合を想定しており，「電

圧変動の短周期成分と長周期成分を分離して蓄電池と LRT と SVR との制御分担を行う機

能分担型協調電圧制御手法」を提案している。 

提案手法の妥当性については，複数の家電機器を用いたデマンドレスポンスの実測負荷

波形を作成し，デマンドレスポンス開始時および解除時の時定数を算出し，構築した負荷

プロファイルを用いて，従来の電圧制御装置のみ（自律制御）のケースと集中制御を行っ
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たケース，蓄電池を設置して協調制御を行わないケース（非協調制御）と提案手法につい

て配電系統シミュレータを用いて比較を行い，提案手法の有効性を検証する。  

 

 

4.2 LRT，SVR の電圧制御手法 

本節では，デマンドレスポンスの開始時および解除時の電圧変動問題に対して既設の電

圧制御装置である LRT，SVR を活用し，DR 信号およびセンサ内蔵開閉器の現地情報に基

づき，デマンドレスポンス開始後，解除後の電圧推定を行い，LRT,SVR の時定数による制

御遅れが生じないよう，予め適切なタップ動作を行う電圧予測型の集中電圧制御手法を提

案し，配電系統シミュレータを用いて有用性を検証する。  

4.2.1 LRT，SVR の集中電圧制御の必要性  

 LRT，SVR といった配電系統の電圧制御装置は，主として 3.2.2 節で記載した LDC 方式

が採用されており，参照点電圧の不感帯逸脱量が一定値を超過した際にタップ動作を行い，

通常分オーダーの動作時限を有している。DR 開始時には短時間で需要が低下し，DR 解除

時には需要が急激に増加するため，これら動作時限を持つ電圧制御装置では，図 4-1 に示

すように DR により生じる電圧変動に対して動作遅れが生じ，電圧変動補償が困難になる。

これら動作遅れに対応するには，電圧制御機器の不感帯幅を狭めるか時定数（不感帯逸脱

積算量）を下げることが考えらえるが，いずれの方法もタップ動作回数の大幅な増加や，

それに伴う電圧変動の頻発が予想され，設備運用面や電力品質面から現実的ではない。  

そこで，本章では DR 発動の際，電気事業者が予め負荷削減量が想定できることに着目

し，図 4-2 に示すようにセンサ内蔵開閉器より得られる配電系統の電圧・電流情報および

DR による負荷削減量情報を基に，DR 開始時，解除時の系統の電圧・電流を推定すること

で，既存の LRT や SVR の動作遅れを補償する制御手法を提案する。  
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図 4-1 デマンドレスポンス開始時，解除時の電圧逸脱問題のイメージ 

 

 

図 4-2 LRT，SVR を用いた電圧予測型電圧制御手法のイメージ  
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4.2.2 DR 発動時の電圧制御のシーケンス  

 本節では，DR 発動サーバ（以下，DR サーバ），配電自動化システムおよび電圧制御機

器と連携した DR 発動時の一連の電圧制御シーケンスについて記載する。ここでは，DR 発

動の際の DR サーバから配電自動化システムへの DR 情報送信のタイミングや受信後の系

統監視，制御手順等，通信および電圧制御のシーケンスについて記載する [4-9]。  

 

(1) DR サーバと ANSWER 間の通信・制御手順  

 電気事業者は，DR を発動する場合，予め必要な負荷削減量（kW や kWh など）や削減レベル

を決定して，アグリゲータや需要家に DR の予告通知・発動依頼を行う。したがって，電気事業

者は予め負荷削減量を想定して DR を発動することが前提となる。DR 発動時の手順としては，

DR 発動前に DR サーバ（実験では Grid Energy Management System : Grid EMS を使用）より配電系

統シミュレータ（ANSWER） [4-10]の制御装置に負荷削減情報，DR 開始時間，継続時間などの DR

情報送信を行い，オンサイトに設置しているセンサ内蔵開閉器の計測データ等を活用し，系統の

現地状態（負荷電流，系統電圧など）を把握した上で電圧制御装置（LRT，SVR および蓄電池な

ど）に適切な電圧制御指令を与える。具体的には，以下に示す３つの行程で監視・制御を行う。

（以下の文中及び表 4-1 中の○の番号は，図 4-3 の手順に対応する。） 

 

図 4-3 DR 発動システムと連携した配電系統制御システムのシーケンス  

 

 



第 4 章 デマンドレスポンス普及拡大に対応した協調電圧制御 

-78- 

 

① DR 発動情報の事前送信  

DR 発動前に，DR サーバより負荷の削減量（kW 削減量，レベルなど）および発動時間

等の DR 発動情報を ANSWER に送信する。  

 

② ~⑦ 配電系統の状態把握および DR 発動後の状態推定  

 DR 発動が開始される一定時間前に配電系統の電圧，電流情報を収集し，DR サーバから

送信される負荷削減量情報より提案する電圧推定手法を用いて DR 開始後の配電系統の

電圧，電流を推定する。  

 

⑧~⑨ 電圧制御機器の制御  

 DR 開始直前の LRT, SVR のタップ位置情報を収集し，上記の行程で推定した配電系統の

電圧推定情報から DR 開始後の適切なタップ位置を算出し，DR 発動とタイミングを図

り電圧制御機器へ制御指令を行う。  

 

これら DR サーバ－ANSWER 間の一連の手順および通信・動作所要時間を勘案し，DR

発動時における DR サーバと ANSWER 間の各機器の通信，動作および手順を図 4-3 および

表 4-1 に示す。DR 発動中および解除後は，それぞれの電圧制御機器は自律動作を行う必要

があるため，電圧制御は自律制御＋電圧推定制御手法となる。  

 

(2) 電圧制御機器動作のタイムフロー  

DR 開始時に LRT, SVR など制御遅れの恐れがある電圧制御機器を適切に制御するには，

DR 発動の一定時間前に制御を開始する必要がある。この一定時間には，LRT, SVR の動作

時限，配電系統の状態（電圧・電流）把握のための計測時間，通信時間および DR 発動後

の状態推定（潮流計算など）時間が含まれる。一方で，通信・制御の開始が早すぎて，制

御開始から DR 開始までの間隔が開きすぎると，系統状態を把握した時点の電圧・電流と

DR 開始時点での電圧・電流の差が大きくなり，不適切な電圧制御になる恐れがある。  

そこで本検討では，計測システムの計測時間，SVR 等の電圧調整装置，蓄電池の動作時

限および通信システムのスペックを考慮し，4.2.3 節(3)に記載する電圧偏差に基づく制御

信号を DR 発動の一定時間前に電圧制御機器に送る DR 発動時のタイムフローを検討した

（表 4-1）。  

なお，DR 予告信号は，発動の前日や数時間前に通告するケースが多い。一方，本システ

ムの実績として DR 削減情報を ANSWER が受け取ってから配電系統の状態を把握し，潮

流計算を行い，その時点での SVR のタップ位置を把握した後，最適タップ位置算出までの

時間は１～２分（各所要時間の内訳は表 4-1 に示す）で終了することを確認しており，こ

れらを勘案すると SVR 動作時間も含め，DR 開始の２分前に ANSWER の動作を開始する

ことが電圧制御上適切な制御となると考えられる。  
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表 4-1 DR サーバ－ANSWER 間の DR 発動前のタイムテーブル  

行程  イベント  
DR 発動 

サーバ  

ANSWER 

システム  
必要な時間  

タ イ ム テ ー

ブル  

⓪ 前日通知  Send － 数分  前日  

①  DR 予告信号  Send Get 数分  

発動 2 分前  ② ③ 計測データ集約  － Detect 数秒  

④ ⑤  DR 発動後の電圧推定  － Estimation 約 30 秒  

⑩  SVR のタップ位置把握  － Get 数秒  

発動 1 分前  
⑪  

SVR の最適なタップ位

置を推定  
－ Estimation 約 30 秒  

⑫  ⑨  
SVR 制御 

（蓄電池制御）  
－ Control 数秒  

30 秒～1 分

前 

⑩ DR 開始 Send － － 発動時刻  

 

 

4.2.3 DR 発動時の電圧制御手法  

 4.2.2 で提案した電圧制御のシーケンスを用いた電圧制御手法を検討する。DR 発動の際，

電気事業者等が予め想定できる DR 削減量に基づく DR 情報と発動直前に取得した DR 開

始後の需要予測より，DR 開始後の配電系統電圧を推定し，最適なタップ位置を算出する。

その上で，DR 開始時や解除時に適正電圧に収まるよう，事前に SVR に対して制御指令を

与える。本検証では，DR 情報として負荷削減量，DR 開始時間および DR 継続時間を

ANSWER に送信し，ANSWER はこれら情報を基に電圧制御を行う。ここで，図 4-3 に示

した DR 発動時における Grid-EMS－ANSWER 間の通信，動作手順および電圧制御法の動

作について，(4-1)式 ~ (4-4) 式を用いて概説する。Grid-EMS から送信される負荷削減量Δ𝑃，

DR 開始時間𝑡𝑠，DR 継続時間𝑡𝐷𝑅および常時の負荷変動 P(t)情報を基に，DR による負荷削

減後の負荷需要�̂�(t)を(4-2)式に示すように時刻𝑡における負荷需要と DR による負荷削減量

の差分から予測し，繰り返し潮流計算を行うことで，DR 発動後の予測電圧�̂�(t)を取得する。

予測電圧�̂�(t)と電圧制御基準電圧𝑉𝑏からの逸脱量状態により，DR 発動前に電圧逸脱量の積

算を行う（(4-3)式）ことで DR 開始時，DR 解除時の必要な時間に（4-4)式に基づくタップ

切換を行う。  

 

















)(           0

)(  

)0(              0

)(

ttt

ttttP

tt

tDR

DRs

DRss

s

　

　

 
(4-1) 



第 4 章 デマンドレスポンス普及拡大に対応した協調電圧制御 

-80- 

 

)()()(ˆ tDRtPtP   (4-2) 






















))),(ˆ(ˆ(                  ))),(ˆ(ˆ(

))),(ˆ(ˆ(               )()(

))),(ˆ(ˆ(                  ))),(ˆ(ˆ(

)(







bb

bbstep

bb

VZtPVdtZtPVV

VZtPVVttDtD

ZtPVVdtVZtPV

tD
 

(4-3) 

















))((             1)(

))((         )(

))((                1)(

)(

cvstep

cvcvstep

cvstep

DtDtttap

DtDDtttap

tDDtttap

ttap  (4-4) 

ただし，𝐷𝑅(t): 時刻𝑡における DR による負荷削減量，  

Δ𝑃: 負荷削減量，𝑡s: DR 開始時間，𝑡DR: DR 継続時間，  

�̂�(𝑡): 時刻𝑡における DR 情報を用いた負荷需要予測，  

𝑃(𝑡): 時刻𝑡における負荷需要，  �̂�: 負荷需要予測による電圧推定値，  

Z : 線路インピーダンス，𝑉𝑏: 電圧制御基準電圧，𝜀不感帯幅， 

𝐷(𝑡): 時刻𝑡における逸脱量積算値，𝐷𝑐𝑣: 逸脱量積算規定値， 

𝑡𝑎𝑝(𝑡): 時刻𝑡におけるタップ位置， �̂�(�̂�(𝑡), 𝑍):負荷需要， 

P(t)：線路インピーダンス Z における電圧推定値  

 

電圧予測を行う電圧制御手法としては，以下に示す２つの手法（電圧予測，潮流計算）

を提案し，従来法（LRT，SVR の自律電圧制御）と比較，検証を行う。 

 

(1) 従来法（自律制御方式）  

 図 4-4 に示すように SVR 設置地点の電圧，電流の計測情報から，負荷中心点など任意の

地点(参照点)までの R/X 値を基に，その地点の電圧を一定に保つよう電圧制御を行う。こ

こでは等価的に参照点の電圧情報をリアルタイムで取得し，その電圧を一定に保つ様に

SVR のタップ制御指令を行う。 
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図 4-4 従来の電圧制御手法（自律制御）の概要 

 

(2) 提案手法１（自律制御方式＋電圧予測）  

 図 4-5 に示すように参照点（電圧観測点）の電圧情報をリアルタイムで取得し，その地

点の電圧𝑉(𝑡)を過去の電圧𝑉(𝑡 − 𝑡𝑠𝑡𝑒𝑝)と比較して，その変化率に基づき線形外挿することで

電圧𝑉(𝑡 + 𝑡𝑠𝑡𝑒𝑝)を予測し，SVR のタップ制御指令を行う。  

 

図 4-5 提案手法１（自律制御＋電圧予測手法）の概要  

 

(3) 提案手法２（自律制御＋潮流計算手法）  

図 4-6 に示すように任意の地点の電圧，電流および SVR タップ位置情報をリアルタイ

ムで取得し，与えられた DR 削減量に基づき潮流計算により DR 発動後の電圧を推定し，

その地点の電圧 V(t)が適正になるよう SVR のタップ制御指令を行う。  

図 4-6 提案手法２（自律制御＋潮流計算手法）の概要  
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4.2.4 電圧制御の評価関数  

 電圧制御の評価関数𝑓𝑣𝑜𝑙𝑡は，(4-6)式で定義する電圧逸脱の判定係数を用いて検証期間中

の各ノードの電圧が適正範囲からの逸脱した量を時間積算し，全ノード分の電圧逸脱量の

積算値を(4-5)式のように定義した。評価においては，10 秒毎の１日分のデータに対し，配

電系統内の全ての地点（ノード），時間において電圧逸脱が生じていない場合は𝑓𝑣𝑜𝑙𝑡が０と

なるが，電圧逸脱が増加するほど評価関数の値は大きくなる。 
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(4-6) 

ただし，𝑓𝑣𝑜𝑙𝑡：電圧制御の評価関数 , 

 𝐾𝑢𝑝: 電圧上限逸脱の判別係数(1 ならば電圧逸脱あり，0 ならば逸脱なし), 

 𝐾𝑙𝑜𝑤: 電圧下限逸脱の判別係数 , 𝑉(𝑡): 時刻𝑡における電圧 , 

 𝑉𝑢𝑝:電圧の適正範囲上限値 , 𝑉𝑙𝑜𝑤:電圧の適正範囲下限値 , 

 𝑇:シミュレーション断面数 , 𝑇𝑠𝑖𝑚𝑢𝑙𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛: 実験のシミュレーション時間 , 

 𝑇𝑠𝑎𝑚𝑝𝑙𝑖𝑛𝑔: 実験の情報取得周期 , 

 𝜏: 電圧逸脱積算量の単位を V・s に変換するための係数 

 

 

4.2.5 DR 発動時の負荷波形  

 デマンドレスポンスは，通常電気事業者等よりアグリゲータ等を介して，複数の需要家

の負荷抑制が同時に行われるため，DR 開始時および解除時の配電系統への影響評価を行

う際，複数の需要家の負荷波形を用いて時定数を検証する必要がある。本検証では，個々

の需要家の DR による負荷削減をスマートハウス内で模擬し，2014 年 11 月～12 月に取得

した DR 発動時の負荷削減の計測結果（図 4-7）を基に，図 4-8 に示す合成負荷波形および

ベースラインを求めた。スマートハウス内の DR 発動時の負荷波形取得の諸元を表 4-2 に

示す。Room1 は主にエアコン（AC）＋ヒートポンプ給湯機（HP）負荷の需要家，Room2 は
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エアコン（AC）＋蓄電池（BESS）負荷の需要家，Room3 はエアコン（AC）＋ヒートポン

プ給湯機（HP）＋蓄電池（BESS）負荷の需要家，Room4 はエアコン（AC）＋ヒートポン

プ給湯機（HP）＋蓄電池（BESS）負荷の需要家を想定している。これら負荷データは，そ

れぞれのスマートハウス内に設置されている機器を対象に，HEMS より ECHONET-Lite の

通信プロトコルを介した DR 負荷抑制試験により得られた。系統全体の DR 負荷削減量は，

それぞれのケースの負荷カーブを合算し，ベースライン値は図 4-8 に示すように DR 開始

時および解除時の負荷量を線形で結び，変動分を重畳する形で求めた。応答速度は，DR 開

始時の負荷削減が 0.4p.u./分，DR 解除時の負荷回復は 0.13p.u./分であった。  

 

表 4-2 DR 発動時の負荷波形取得の諸元  

No. 
スマート

ハウス 

エアコン

(200V) 

エアコン

(100V) 

ヒートポンプ

給湯機 
蓄電池 DR 時間帯 

1 

Room1 

○  －  ○  －  9:00-12:00 

2 ○  －  －  －  13:00-16:00 

3 ○  －  －  －  9:00-12:00 

4 Room2 ○  ○  －  －  13:00-16:00 

5 Room3 ○  －  ○  －  9:00-12:00 

6 
Room4 

○  －  ○  －  9:00-12:00 

7 ○  －  ○  －  9:00-12:00 
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図 4-7 スマートハウスの実測負荷の合成による DR 合成負荷波形のイメージ  

 

図 4-8 DR 合成負荷波形およびベースライン  
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4.2.6 ANSWER を用いた電圧制御効果検証試験 

 電圧制御効果の検証では，図 4-9 に示すように DR 発動サーバと配電系統シミュレータ

（ANSWER）を連携して DR 発動および電圧制御試験を実施した。試験線路を図 4-9 の中

段に，試験パラメータを表 4-3 に示す。DR 発動サーバより送信された DR 情報を基に

ANSWER において電圧，電流の監視を行い，提案する系統の状態推定（電圧予測）手法を

用いて，DR 発動時の急峻な電圧変動を補償する試験を実施した。  

 

 

図 4-9 標準ケースの試験回路と負荷波形と DR 発動情報および DR 発動システムとの

融合のイメージ  
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表 4-3 試験条件  

実験条件  値 

SVR 

目標電圧 (𝑉𝑡𝑎𝑟) [V] 400 

時定数  (𝐷𝑟𝑒𝑓) [%･s] 90,120 

不感帯幅 (ε) [%] 1.1% 

蓄電池  なし  － 

配電系統  

適正電圧範囲 [V] 上限 / 下限  408 / 392 

負荷 [P.U.] / DR 削減量  [P.U.] 1 /0.4 

線路亘長 [km] 4.7, 7.2 

試験条件  

試験時間  

[4 時間の等価換算] (𝑇𝑠𝑖𝑚𝑢𝑙𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛) [s] 
300 

開始時間 [s] 31.5 

DR 継続時間 [s] 240 

サンプリング時間  (𝑇𝑠𝑎𝑚𝑝𝑙𝑖𝑛𝑔) [s] 0.1 

※アンダーバー（＿）は標準ケースを示す。  

 

4.2.7 ANSWER を用いた電圧制御効果検証試験結果 

(1) 標準ケース（線路亘長 4.7km，削減量 0.4P.U.）  

線路亘長を 4.7km とする標準ケースにおいて，4.2.3 節に示した３つの制御手法につい

て検証を行った。系統電圧および SVR タップ動作の推移を図 4-10～図 4-12 に示す。従来

法（自律制御方式）では，DR の開始時および解除時に DR による急峻な負荷変動が生じ

ると，それを SVR が検知してから SVR の時定数に相当する動作時限経過後にタップ動作

するため，急峻な電圧変動への追従が困難となり図 4-10 の薄緑枠内に示すように，DR 開

始時および解除時に電圧逸脱が生じていた。  

 

図 4-10 従来法の電圧プロファイル及びタップ動作推移  
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提案手法１（自律制御＋電圧予測手法）では，線形外挿により電圧の変化を捉えて１時

間断面後の電圧予測をしながらタップ動作をするため，急峻な電圧変動への追従性が増し

ており，図 4-11 に示すように従来法（自律制御方式）と比較して電圧逸脱量の大幅な減少

が見られた。しかしながら，電圧変動の傾向を１断面前の電圧と現在の計測電圧の差分に

より求めることから，理論上，ある一定以上の俊度を持つ電圧変動には対応することがで

きず，薄緑枠内に示すように DR 発動時に短時間の電圧逸脱が生じていた。  

図 4-11 提案手法１（自律制御＋電圧予測手法）の電圧プロファイル 

およびタップ動作推移  

 

提案手法２（自律制御＋潮流計算手法）では，DR 削減情報を基に潮流計算を行い，DR

発動時に最適なタップ動作の指令を行う。したがって，DR 開始および解除する前に SVR

の適切なタップ位置を推定し，制御を開始することにより SVR の動作遅れを解消すること

が可能となり，図 4-12 に示すように全ての時間帯において適正電圧範囲内に収まることが

確認された。  

図 4-12 提案手法２（自律制御＋潮流計算手法）の電圧プロファイル 

およびタップ動作推移  
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(2) 長亘長ケース（線路亘長 7.2km，削減量 0.4P.U.）  

次に線路長を図 4-13 に示すように，長亘長（亘長 4.7km→7.2km，負荷削減量 0.4p.u.）

としたケースの検証を実施した。検証結果を図 4-14 に示す。このケースでは，線路亘長が

長く，線路インピーダンスが大きいことから，DR 発動に伴う電圧変動が大きくなる。その

結果，制御効果が最も高かった提案手法２（自律制御＋潮流計算）を用いても，DR 発動中

に SVR タップの電圧上限値付近への張り付きが生じ，薄緑枠内に示す時間帯において電圧

逸脱が生じた。  

 

図 4-13 長亘長ケースの試験回路  

図 4-14 長亘長線路における提案手法２（自律制御＋潮流計算手法）の電圧プロファイル

およびタップ動作推移  

 

標準ケース，提案手法１，２および長亘長ケースにおける SVR タップ動作回数，電圧逸

脱量の検証結果を表 4-4 にまとめる。提案手法１，２ともに従来法（標準ケース）におい

て SVR 時間遅れにより発生していた DR 開始時および解除時の電圧逸脱に対し，電圧予測

を行うことで SVR の動作遅れを補償する手法である。特に手法２（自律+潮流計算）では，

図 4-15 に示すように事前に送信される DR 情報とセンサ内蔵開閉器の現地情報から DR 発
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動後の適切なタップ動作を潮流計算に基づく電圧予測により行うため，SVR の制御遅れを

解消することが可能となり，配電系統シミュレータを用いた検証により，LRT と SVR タ

ップ動作回数の合計値が従来手法と比較して 6 回から 8 回（130%増）に増えるものの，従

来手法や提案手法１で発生していた電圧逸脱を解消できることを確認し，提案手法の有効

性を検証した。しかしながら，長亘長モデルでは，同手法を用いてもタップ動作回数，電

圧逸脱量ともに大幅に増加し，SVR のみの対策では対応が難しいことから，次節において

蓄電池を用いた検討を行う。  

 

表 4-4 既設の電圧制御装置を用いた DR 対応電圧制御結果  

ケース  電圧制御手法  線路亘長  
SVR タ ッ プ

動作回数  

電圧逸脱量  

[kV･s] 

標準  自律制御  

4.7km 

6 8.5 

提案手法１  自律＋電圧予測  6 2.9 

提案手法２  自律＋潮流計算  
8 0 

7.2km 11 221.3 

図 4-15 提案手法２（自律制御＋潮流計算手法）の電圧逸脱解消のイメージ  

 

 

4.2.8 DR 解除後の負荷量推定と誤差  

既設の電圧制御機器である LRT, SVR のみを用いた電圧制御では，LRT, SVR の持つ動作

時限や計測，通信，制御による時間遅れについて，事前に通知される DR 信号情報の負荷

削減量より負荷変動前に LRT, SVR の制御を開始することで制御の時間遅れをカバーする
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電圧制御手法である。実機を用いた検証を進めていく中で，DR 開始時の負荷削減量を解

除時の復帰量として DR 解除前の負荷に重畳した値を DR 解除後の負荷量と推定して電圧

制御を行うと，図 4-10 に示すように実際の復帰量と推定量の差が拡大し，電圧制御に影響

を及ぼす恐れがあることが判明した。具体的には，提案手法１の結果を例にとり，図 4-8 の

負荷データを照らし合わせると，図 4-16 に示すように実際の負荷削減と復帰量の差が拡大

している。すなわち，DR 開始直後の負荷削減量は DR 情報に基づく削減後の負荷量の推定

値と実際の負荷削減量との差は小さいが，DR 解除後の実測された復帰量は負荷削減量よ

りも大きくなっており，結果として電圧制御量が不足する恐れがある。これは，エアコン

負荷を例に考えると，DR 開始前に定常運転を行っていたエアコンを DR 期間中に負荷抑

制すると室温が DR 開始前より高くなっており，DR 期間が終了した後に抑制解除すると，

エアコンが一気に動き出す始動モードに変わることや，DR 開始前と解除後で時間帯が大

きく変わることにより家庭内で使用される家電機器が異なることなどが考えられる。この

場合，DR が発動されていない数日前の平均値（ベースライン）と現在値との差分を用いる

と誤差が小さくなると考えられる。  

 

図 4-16 DR 発動前後の負荷変動による誤差のイメージ  
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4.3 DR に対応した蓄電池と LRT，SVR の協調電圧制御手法の検証 

 前節で提案した既設の LRT，SVR を用いた電圧制御手法は，線路長が短いケースや DR

普及拡大の初期など，デマンドレスポンスによる電圧変動が小さい配電系統での対策とし

て提案している。一方で，線路長が長いケースやデマンドレスポンスが普及拡大し，デマ

ンドレスポンスによる電圧変動が大きいケースでは，前項の長亘長のケースでの検証結果

が示すように既設の電圧制御装置のみを用いた提案手法では対策が難しいため，電圧補償

効果の高い蓄電池を用いた手法の検討が有効と考えられる。  

 そこで，本章では配電系統に新たに蓄電池を設置し，既設の電圧制御装置である SVR と

協調して電圧制御を行う手法について提案を行い，配電系統シミュレータを用いた提案手

法の有効性の検証を実施する。  

 

4.3.1 DR に対応した蓄電池と LRT,SVR の協調電圧制御手法  

 LRT や SVR は時定数（タップ切換動作時限）を設定して運用されるため，急峻な電圧変

動には対応ができないものの，電圧維持にはタップ切り替えのみで常時エネルギーを消費

しない。一方，蓄電池は応答速度が速い反面，電圧維持に蓄電池の充放電などエネルギー

消費を伴う。そこで，急峻な電圧変動について応答速度の速い蓄電池の無効電力出力を用

い，それ以外の緩やかな電圧変動には LRT, SVR を用いる機能分担型協調電圧制御手法に

ついて提案を行う [4-9]。具体的には，以下の２つの手法について検証を行う。  

 

 (1) 系統電圧の移動平均を用いた協調電圧制御手法（ケース (3-2)）  

この手法は，計測電圧と計測電圧の移動平均との偏差を用いて，図 4-17 に示すように電

圧変動成分のうち短周期の電圧変動（偏差）を蓄電池で分担し，長周期の電圧変動（移動

平均）を LRT，SVR で分担する機能分担型協調電圧制御手法である。具体的には，蓄電池

は設置地点の配電系統電圧𝑉𝑚𝑒𝑎𝑠𝑢𝑟𝑒𝑑(𝑡)を常時計測し，計測電圧𝑉𝑚𝑒𝑎𝑠𝑢𝑟𝑒𝑑(𝑡)と移動平均
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)(
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1

k

stepmeasured tktV の差分である電圧変動成分𝑉ℎ(𝑡)を補正するように無効電力𝑄𝐵𝐸𝑆𝑆(𝑡)

を出力する。一方で，LRT，SVR は計測された𝑉𝑚𝑒𝑎𝑠𝑢𝑟𝑒𝑑(𝑡)の移動平均を入力情報として電

圧制御を行う。計測電圧の変動成分は，(4-7)式で与えられる計測電圧と現在時刻から 10 断

面前までの移動平均値との偏差（差分）より求まる。 
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 (4-7) 

ただし，Vmeasured (t):時刻 t での計測電圧 , Tsampling :電圧計測の時間粒度 , Vh: 電圧の移動平均値  
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図 4-17 DR に対応した機能分担による SVR と蓄電池の協調電圧制御のイメージ  

 

(2) 蓄電池出力の積算値を基に LRT,SVR 制御を行う協調電圧制御手法（ケース(3-3)）  

この手法は，3 章でも記載した蓄電池出力の積算値を管理し，出力が継続した際に

LRT,SVR にタップ動作指令を行う能動的協調電圧制御手法である（図 4-18）。具体的には，

配電系統の電圧変動に対して，初めに応答速度の速い電池が無効電力出力を行い，無効電

力出力の積算量[kvar･s]が一定値（𝑄𝑖𝑛𝑡
𝑙𝑎𝑔，𝑄𝑖𝑛𝑡

𝑙𝑒𝑎𝑑）を超過すると，LRT や SVR に(4-8)式に示すタ

ップ切り替え指令を送り，タップ制御を行う。タップ動作により系統電圧が改善され蓄電

池の不感帯内に系統電圧が収まると，蓄電池出力を停止する。 
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ただし，𝑡𝑎𝑝(𝑡): 時刻  𝑡でのタップ位置，  𝑄𝑖𝑛𝑡：無効電力出力積算量 [kvar・s]，  

𝑄𝑖𝑛𝑡
𝑙𝑎𝑔

: タップ上げ動作指令を発する遅れ無効電力出力積算量，  

𝑄𝑖𝑛𝑡
𝑙𝑒𝑎𝑑 : タップ下げ動作指令を発する進み無効電力出力積算量，  

𝑄𝐵𝐸𝑆𝑆(𝑡)：時刻  𝑡における無効電力出力値  [kvar] 
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図 4-18 DR に対応した蓄電池と SVR の能動的協調電圧制御のイメージ  

 

4.3.2 蓄電池を用いた試験線路および試験パラメータ  

本項では，自律制御の LRT，SVR のみでは対応できなかった線路長が長く，DR 発動時

の電圧変動が大きい試験ケースについて，蓄電池を導入した際の電圧制御効果の検証を行

う。図 4-19 に試験線路を，表 4-5 に試験条件を示す。  

図 4-19 標準ケースの試験回路および実験に用いた諸元  
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試験ケースを表 4-6 に示す。SVR と蓄電池がそれぞれ自律で動く手法(3-1)および 4.3.1

項で提案した２種類の協調電圧制御手法(3-2)，(3-3)について，比較・検証を行う。蓄電池

は有効・無効電力制御が可能であるが，第 2 章での検証結果から，蓄電池の出力は無効電

力出力を選定し，既設の電圧制御機器である SVR と協調電圧制御効果の検証を行う。  

 

表 4-5 試験条件  

項目  値 

SVR 

目標電圧 (𝑉𝑡𝑎𝑟) [V] 400 

時定数  (𝐷𝑟𝑒𝑓) [%･s] 90,120 

不感帯幅 (𝜀) [%] 1.1 

蓄電池  不感帯幅(電圧制御) [%] 0.9 

配電系統  

適正電圧範囲 [V] 

上限 (𝑉𝑢𝑝) / 下限 (𝑉𝑙𝑜𝑤) 

408 / 392 

線路亘長[km] 5.5 

試験条件  

負荷 [P.U.] / DR 削減量[P.U.] (Δ𝑃) 1 /0.4 

試験時間  

 [4 時間の等価時間] (𝑇𝑠𝑖𝑚𝑢𝑙𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛) [s] 
300 

開始時間 [s] 31.5 

DR 継続時間 [s] 240 

サンプリング時間 (𝑇𝑠𝑎𝑚𝑝𝑙𝑖𝑛𝑔) [s] 0.1 

 

表 4-6 試験ケース  

手法  電圧制御手法  SVR 蓄電池  

手法 3-1 協調電圧制御なし  自律制御  

手法 3-2 機能分離（移動平均）  
協調電圧制御  

手法 3-3 能動的協調制御（SVR 制御）  

 

 

4.3.3 ANSWER による協調電圧制御手法の検証結果  

 手法(3-1)の検証結果を図 4-20 に示す。このケースでは SVR と蓄電池は協調電圧制

御を行わず，それぞれ自律動作するため，電圧変動が生じると応答速度の速い蓄電池

の無効電力出力により系統電圧が改善され，SVR の参照点電圧は SVR の不感帯内に

収まることとなる。これにより，SVR の動作は行われず，以降も蓄電池出力の継続に

より系統電圧が維持されることとなり，蓄電池の無効電力最大出力は 0.497[kvar]，無

効電力出力積算量は 321.4[kvar･s]となった。なお，蓄電池の電圧補償効果により電圧
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逸脱は発生しておらず，SVR の動作回数は０回であった。 

 

 

図 4-20 手法（3-1）の試験結果（タップ動作回数，蓄電池出力，電圧逸脱量）  

 

次に，協調電圧制御手法(3-2)の検証結果を図 4-21 に示す。このケースでは，計測地

点の電圧プロファイルの 10 断面の移動平均を取り，計測された電圧プロファイルとの

偏差より短周期（蓄電池）と長周期（SVR）に分離して電圧制御を行う協調電圧制御手

法である。DR 開始後や解除時の急峻な負荷変動に対し，偏差分（計測された電圧プロ

ファイルと移動平均の差分）のみ蓄電池の無効電力で補償し，SVR は移動平均電圧プ

ロファイル（短周期成分が除かれた移動平均した電圧プロファイル）に対して制御が

行われることで，それぞれ短周期と長周期成分に機能分離した協調電圧制御が可能と

なる。DR 期間中は，電圧逸脱は発生しておらず，SVR のタップ動作回数は 5 回で，

蓄電池の無効電力出力は最大 0.366[kvar]，無効電力出力積算量は 16.0[kvar･s]となり，

手法（3-1）と比較して，SVR を動作させることにより蓄電池の出力が大幅に抑えられ

ている。 
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図 4-21 手法（3-2）の試験結果（タップ動作回数，蓄電池出力，電圧逸脱量）  

 

能動的協調電圧制御手法(3-3)の検証結果を図 4-22 に示す。このケースでは，3 章で

も検証を行った蓄電池出力の積算量に応じて SVR 制御を行う協調電圧制御手法であ

る。DR 開始後の急峻な負荷変動は応答速度の速い蓄電池の無効電力出力により補償さ

れ，蓄電池の出力の積算が閾値を超えると SVR タップ制御指令を行い，SVR タップ動

作により系統電圧が適正に保たれると，蓄電池出力設置地点の系統電圧は蓄電池の不

感帯に収まることから出力を停止するため，電圧制御における蓄電池出力を軽減する

ことが可能となる。試験期間の電圧逸脱は発生しておらず，SVR のタップ動作回数は

手法（3-2）と同数の 5 回で，蓄電池の無効電力最大出力は 0.179[kvar]，無効電力出

力積算量は 3.6[kvar･s]となり，蓄電池出力量は手法(3-1)，(3-2)と比較して大幅に削減

された。 
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図 4-22 手法（3-3）の試験結果（タップ動作回数，蓄電池出力，電圧逸脱量）  

 

手法(3-1)～(3-3)の SVR タップ動作回数，電圧逸脱量および蓄電池の無効電力出力の検

証結果を表 4-7 にまとめる。提案する協調電圧手法(3-2)，(3-3)は，いずれも電圧制御の短

周期成分と長周期成分を分離して SVR と蓄電池で制御分担を行う手法である。協調電圧制

御なし(3-1)において蓄電池が全補償していた電圧制御における長周期成分が SVR に分担

されることから，SVR タップ動作回数はそれぞれ５回発生したものの，蓄電池の出力値

[kvar]を下げることにより PCS 容量削減（＝設備対策コストの低減）が可能となり，かつ，

系統に注入する無効電力量の積算値[kvar･s]を削減できることから，送電ロス（＝エネルギ

ー効率向上）や必要となる蓄電池容量の削減の観点からも有効であることが確認された。

また，蓄電池を用いた全ての試験ケースに対し，DR 開始時および解除時を含めた全ての

時間帯における電圧逸脱が回避されていた。  

なお，協調電圧制御の中では，能動的協調電圧制御手法(3-3)が蓄電池出力積算量に応じ

て確実に SVR を動作させるため，蓄電池の無効電力出力を軽減する効果が最も高いことが

明らかとなった。  
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表 4-7 DR 試験における蓄電池と電圧制御装置を用いた電圧制御結果の集約  

手法  
電圧逸脱量

[kV･h] 

タップ動作回数  無効電力出力量  

SVR [回] 
出力

[kvar] 

出力量

[kvar･s] 

3-1 0 0 0.497 321.4 

3-2 0 5 0.366 16.0 

3-3 0 5 0.180 3.6 

 

 

 

4.4 本章のまとめ 

 本章では，需給逼迫時のピーク電力抑制や環境負荷低減の新たな手法として今後普及が

見込まれるデマンドレスポンスに着目し，DR 開始時および解除時に配電系統の電圧変動

問題が生じている配電系統を対象に，既設の LRT と SVR のみを用いて DR 発動情報と

センサ内蔵開閉器の計測情報を活用して電圧予測により集中型電圧制御を行う手法と，蓄

電池と LRT と SVR で機能分担を行う協調電圧制御手法の 2 つの対策手法を提案した。 

既設の LRT と SVR のみで電圧制御を行う手法は，DR 導入期や線路長が短くデマンドレ

スポンスによる電圧変動が小さい配電系統での対策として提案している。この手法は，デ

マンドレスポンスによる負荷削減量が事前に把握できることに着目し，DR 発動時の電圧

制御シーケンスについて検討を行い， LRT，SVR の時定数を考慮した通信・制御の手順を

提案した上で，デマンドレスポンスによる負荷削減量とセンサ内蔵開閉器からの現地情報

に基づきデマンドレスポンスの開始後の配電系統電圧を推定し，LER や SVR の時間遅れ

を補償する手法である。一方，蓄電池と LRT と SVR による協調電圧制御手法は，DR 普

及期や線路長が長くデマンドレスポンスによる電圧変動が大きい配電系統での対策と

して提案している。提案手法は電圧参照点の計測電圧の移動平均および現在の計測電

圧との偏差を用いて，急激な変化の成分（偏差分）のみ蓄電池で出力を行い，それ以外

の緩やかな変動（移動平均）は LRT と SVR で電圧制御を行う機能分担型協調電圧制御

手法である。  

提案手法の有効性については，実負荷機器を用いた DR 検証試験の結果より得られた DR

負荷波形を用いて，配電系統シミュレータでの検証を行った。初めに標準形態（平均亘長）

において，既設の LRT，SVR で電圧制御を行うケースについて，従来の自律制御手法と提

案する電圧予測手法や潮流計算手法との比較・検証を行った。次に，LRT, SVR のみ制御で

は対応できない長亘長ケースについて，配電系統に蓄電池を設置し，協調電圧制御を行わ

ず，それぞれ自律で電圧制御を行うケースと蓄電池と SVR を用いた 2 種類の協調電圧制

御手法（機能分離型協調電圧制御法，能動的協調電圧制御法）との比較・検証を行った。
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以下，本章の実施内容をまとめるとともに，今後の課題について述べる。  

 

4.2 節では，既設の LRT と SVR のみで電圧制御を行う手法として，DR 発動の際の DR

サーバから配電自動化システムへの DR 発動情報の送信のタイミングや，DR 受信後の系

統監視，制御手順等，通信・電圧制御のシーケンスについて提案するとともに，これら DR

発動信号およびセンサ内蔵開閉器からの現地情報に基づき，デマンドレスポンス開始時お

よび解除時の電圧推定を行い，DR を開始する前に適切なタップ動作を行う集中制御型電

圧制御手法を提案し，配電系統シミュレータを用いて提案する制御手法の有用性を検証し

た。提案手法は従来の自律制御手法において，デマンドレスポンスの発動後に LRT や SVR

の制御遅れにより生じていた電圧逸脱に対し，電圧予測により制御遅れを解消する手法で，

配電系統シミュレータを用いた検証により，LRT と SVR タップ動作回数の合計値が従来

手法と比較して 6 回から 8 回（130%増）に増えるものの，従来手法で発生していた電圧逸

脱が解消できることを確認し，提案手法の有効性を検証した。  

 

4.3 節では，線路長が長いケースやデマンドレスポンスが普及拡大し，デマンドレス

ポンスによる電圧変動が大きいケースにおいて，新たに蓄電池を設置し，蓄電池と SVR

の協調電圧制御手法を提案した。提案手法は電圧参照点の計測電圧の移動平均および現

在の計測電圧との偏差を用いて，急激な電圧変動成分（偏差分）を蓄電池の無効電力出

力で補償し，それ以外の緩やかな電圧変動成分（移動平均）は LRT や SVR により電圧

制御を行うことで，電圧変動の短周期成分と長周期成分を分離して制御分担する機能

分担型協調電圧制御手法である。さらに，3 章で提案した蓄電池の無効電力出力の積算

値を管理し，SVR 制御指令を与える能動的協調制御手法についても比較・検証を行っ

た。これら２つの提案手法について従来手法との比較を行い，従来の電圧制御手法で

発生していたデマンドレスポンスの開始時および解除時の電圧逸脱を解消できるとと

もに，LRT と SVR のタップ動作回数は従来手法より増やすことなく，適正電圧維持に

必要となる蓄電池容量を協調制御なしの場合と比較して 95~99%削減できることを明

らかにした。  

 

 本研究では，第 3 章と同様に，デマンドレスポンスのシナリオにおける電圧制御機器の

タップ制御の整定値や蓄電池の整定値および目標電圧範囲の設定などの制御パラメータは

概説したパラメータ決定手法を基に決定したが，今後，十年，二十年スパンでの現場適用

時の運用に資する汎用的なパラメータ決定手法を確立していく必要がある。また，蓄電池

は有効・無効電力制御に加え，充放電が可能であり，応答速度が速く柔軟に制御可能な設

備である一方，まだまだ高コストであることから，需給逼迫時には電圧調整だけでなく，

緊急時の供給力としての活用も期待される。したがって，電圧調整用としてはできる限り

出力を抑え，調整容量を小さくすることで，PCS 容量削減（設備対策コストの低減）と送
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電ロス（エネルギー効率向上）低減が可能になるとともに，残りの調整容量をエネルギー

マネジメントに活用することが可能となる。これら複数の機能を併用し，蓄電池の付加価

値を高めるには既存の LRT, SVR との協調電圧制御や，センサ内蔵開閉器の現地情報を活

用して系統全体を最適にするなど多様な運用を可能とする制御法の確立が必要となり，こ

れらを実現するには蓄電池の容量分担を検討しつつ，適切な SOC（State of Charge）管理を

行う EMS 運用方法の深彫りが必要となる。  
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第5章  

結論 

5.1 本研究の成果 

 本論文では，東日本大震災以降の新たな動向として太陽光発電の大量連系やデマンドレ

スポンスが普及拡大した際に生じる配電系統の電圧変動問題に対し，対策機器として蓄電

池を配電系統に設置する際に最も電圧改善効果が高くなる配置，出力方式ならびに制御法

について提案した。具体的には，「単位出力あたりの電圧改善効果が最大となる蓄電池の出

力方式と配置に関する評価手法（①蓄電池出力方式・配置評価手法）」を提案し，その評価

結果を基に，「蓄電池の電圧制御出力に応じて LRT や SVR を制御する能動的協調電圧制御

手法（②能動的協調電圧制御手法）」および「電圧変動の短周期成分と長周期成分を分離し

て蓄電池と LRT や SVR で制御分担する分担型協調電圧制御手法（③機能分担型協調電圧

制御手法）」を提案した。提案手法の有効性については，太陽光発電が大量連系された配電

系統やデマンドレスポンスが普及して電圧逸脱が生じている配電系統といったシナリオを

想定し，数値シミュレーションや配電系統シミュレータ実験を通して検証を行った。  

 

 第 1 章では，序論として東日本大震災以降のエネルギー需給形態の変化と，新たな供給

力として期待される再生可能エネルギー電源の導入拡大およびデマンドレスポンスの普及

拡大の傾向と課題について述べるとともに，わが国の配電系統の電圧管理手法の高度化に

向けた取り組みについて概説した。  

 

第 2 章では，①蓄電池出力方式・配置評価手法として，蓄電池の単位出力あたりの

電圧改善効果が最大となるような出力方式（有効電力または無効電力），設置電圧階級

（高圧系統または低圧系統）および配置（集中設置または分散配置）など多岐に亘るパ

ラメータについてそれぞれ潮流解析結果を基に評価する手法を提案し，4 つの地区区

分（工業，住宅，繁華街，農山村）と 2 種類の線路亘長（平均長，長亘長）を用いた配

電系統標準解析モデルを構築した上で提案手法の検証を行った。シミュレーション結

果より，蓄電池を無効電力出力方式で高圧配電系統の末端に集中設置するケースが単

位出力あたりの電圧改善効果が最大となり，適正電圧±6%に対して無効電力 1Mvar あ
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たり最大 8%の電圧改善効果があることが提案手法より明らかとなった。  

 

第 3 章では，太陽光発電が大量連系して電圧逸脱が生じている配電系統への対策と

して，第 2 章で提案した①蓄電池出力方式・配置評価手法より得られた蓄電池の出力

方式・配置を用いて，電圧改善に必要となる蓄電池容量を最小化する「蓄電池と LRT

と SVR との協調電圧制御手法（②能動的協調電圧制御手法）」を提案した。提案手法は

配電系統に生じた電圧変動に対し，初めに応答速度の速い蓄電池が即応して電圧改善

を行い，蓄電池出力の出力積算量を管理した上で閾値を超えた際は長周期的な電圧変

動と判断して LRT と SVR にタップ動作指令を与える能動的協調電圧制御手法であり，

協調電圧制御を行わず，蓄電池と LRT と SVR をそれぞれ自律で電圧制御を行うケー

スにおいて蓄電池が全補償していた電圧制御のうち，長周期的な電圧変動補償を LRT

と SVR に分担させ，短周期分的な電圧変動のみを蓄電池で補償するため，必要となる

蓄電池の小型・小量化および低コスト化が可能となる。提案手法の有効性については，

晴天日（1 パターン），曇天日（2 パターン）の 3 パターンの気象条件の下，数値シミ

ュレーションおよび配電系統シミュレータを用いて，蓄電池が非設置のケースと協調

制御を行わないケース（非協調制御）との比較，検証を行った。提案手法では全ての気

象条件下で電圧逸脱を解消できるとともに，LRT と SVR のタップ動作回数を蓄電池を

設置しないケースと比較して増やすことなく，蓄電池容量を協調制御なしのケースと

比較して 79～93%削減できることを確認し，提案手法の有効性について明らかにした。 

 

第 4 章では，ピーク電力抑制や環境負荷低減の新たな対策として今後普及が見込ま

れるデマンドレスポンスに着目し，デマンドレスポンスの開始時および解除時の急峻

な電圧変動に対し，電圧予測に基づき既設の電圧制御装置の集中電圧制御法や「電圧

変動の短周期成分と長周期成分を蓄電池と LRT と SVR に制御分担する協調電圧制御

手法（③機能分担型協調電圧制御手法）」を提案した。提案手法は，DR 導入期に有効

と考えられる DR による電圧変動が比較的小さい場合に，既設の LRT と SVR のみを用

いて集中電圧制御を行う手法と，DR 普及期のように DR による電圧変動が大きい場合

の対策として，蓄電池を新たに設置し，蓄電池と LRT と SVR との協調電圧制御手法の

2 つの手法で構成されている。  

DR 導入期を対象とした既設の LRT と SVR のみで電圧制御を行う手法は，線路長が

短いケースや DR による負荷削減量がそれほど大きくないケースなどデマンドレスポ

ンスによる電圧変動が小さい配電系統での対策として提案している。 デマンドレスポ

ンスによる負荷削減量は，予め契約等で決められた削減量を要請することから事前に

負荷削減量を把握できることに着目し，デマンドレスポンスによる負荷削減量と配電

線路に設置されたセンサ内蔵開閉器からの現地情報に基づきデマンドレスポンスの開

始後の配電系統電圧を推定し，デマンドレスポンスの開始時や解除時に LRT と SVR に
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適切なタップ制御指令を与える電圧予測型集中電圧制御手法である。この手法は従来

の自律制御手法において，デマンドレスポンスの開始後の LRT や SVR の制御遅れに

より生じていた電圧逸脱に対し，DR 開始後の電圧予測を取り入れることにより制御遅

れを解消することを意図している。配電系統シミュレータを用いた検証により，LRT と

SVR タップ動作回数の合計値が従来手法と比較して 6 回から 8 回（130%増）に増える

ものの，従来手法で発生していたデマンドレスポンスの開始時および解除時の電圧逸

脱を解消できることを確認し，提案手法の有効性が検証された。しかしながら，線路長

が長いケースなど DR による電圧変動の大きなケースでは対応が難しいことも試験を

通じて確認された。  

一方，蓄電池と LRT と SVR による協調電圧制御手法は，線路長が長いケースや DR

普及期の負荷削減量が大きいケースなどデマンドレスポンスによる電圧変動が大き

く，新たに蓄電池の設置が必要となる配電系統での対策として提案している。提案手

法は，電圧制御に必要となる蓄電池の小型・計量化を目的として，蓄電池と LRT と SVR

とを協調した電圧制御手法であり，計測電圧の移動平均および計測電圧との偏差を用

いて，急激な変動成分（偏差分）のみ蓄電池で出力を行い，それ以外の緩やかな変動

（移動平均）は LRT と SVR で電圧制御を行う電圧変動の短周期成分と長周期成分を分

離して制御分担する③機能分担型協調電圧制御手法と，第 3 章で提案した②能動的協

調電圧制御手法について協調電圧制御を行わないケースと比較，検証を行った。従来

の電圧制御手法で発生していたデマンドレスポンスの開始時および解除時の電圧逸脱

を解消できるとともに，LRT と SVR タップ動作回数は従来手法より増やすことなく，

適正電圧維持に必要となる蓄電池容量を協調制御なしの場合と比較して 95~99%削減

できることを明らかにした。  

 

 第 5 章は結論であり，本論文を総括し，今後の課題および展望について言及した。  

 

 

5.2 今後の課題 

 本論文では，太陽光発電の大量連系やデマンドレスポンスが普及拡大した配電系統の課

題に対し，蓄電池および既設の電圧制御機器を活用した協調電圧制御手法を提案し，その

有効性を検証した。本論文で検証した電圧制御機器のタップ制御の整定値や蓄電池の整定

値および目標電圧範囲の設定などの制御パラメータは本論文で概説したパラメータ決定手

法を基に決定したが，実設備においては十年，二十年スパンでの現場での運用に資する汎

用的なパラメータ決定手法を確立していく必要がある。  

 また，蓄電池は電圧制御機器として単機能で設置するには，まだまだ高価な機器であり，

実際に適用されるには蓄電池の付加価値を高めていく必要がある。一方で，蓄電池は有効
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電力・無効電力制御に加え，充放電制御が可能であり，応答速度が速く系統の変化に柔軟

に対応可能な設備であることから，需給ひっ迫時には電圧補償だけでなく，緊急時の供給

力としても期待される。したがって，電圧調整用としてはできる限り出力を抑え，調整容

量を小さくすることで，PCS 容量削減（＝設備対策コストの低減）と送電ロス低減（＝エ

ネルギー効率向上）が可能になるとともに，残りの調整容量をエネルギーマネジメントに

活用することが可能となる。これら複数の機能を併用し，蓄電池の付加価値を高めるには

既存の LRT や SVR との協調電圧制御や，センサ内蔵開閉器等の現地情報を一層活用して

系統全体を最適にするような制御法の確立が必要となり，これら多様な運用を可能とする

よう蓄電池の容量分担を検討しつつ，適切な SOC（State of Charge）管理を行う EMS 運用

方法の深彫りが必要となる。併せて，今後需要家側にも家庭用蓄電池をはじめ，電気自動

車やスマートインバータなど創蓄電設備としてのリソースが拡大することが予想され，系

統用蓄電池と協調したエネルギーマネジメントの開発を行う必要がある。  
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